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　ヤマハ発動機グループは､２０００年度以降､毎年発行してきた

環境活動報告書を継承しながら､２００５年度より「CSRリポート」

と名称変更し､誌面構成の見直しを進めています｡編集にあ

たっては､GRIサスティナビリティ･リポーティング･ガイドライン

２００２や環境省の各種ガイドラインを参考にし､グローバルな視

点で質の高い情報開示をめざしています。 

　「CSRリポート２００６」では､特にCSRの考え方やステークホ

ルダーの定義について考察を深めるなど、誌面の充実を図りま

した。今後とも、ステークホルダーの皆さまとの双方向のコ

ミュニケーションを図りながら､リポートの品質を高め､読者の

皆さまのご期待に応えることができるよう努力してまいります。 

■報告範囲：ヤマハ発動機株式会社およびヤマハ発動機グループ 

　※ヤマハ発動機株式会社は､楽器や電子機器などを製造･販売している

　日本楽器製造株式会社（現･ヤマハ株式会社）から１９５５年に分離独立

　しました。ヤマハ株式会社は､当社株式の２２.５９％を保有していますが､

　本CSRリポートの対象範囲に含めていません。なお､両社は共通の

　YAMAHAブランドを使用し､製品や企業のイメージ､事業シナジーな

　どの面で協働しています。 

■対象期間：２００５年１月～１２月末（一部これ以前､以降の情報

も含みます） 

■社名表記：ヤマハ発動機株式会社は以下､ヤマハ発動機と 

表示（一部､表組みなどでは略称としてＹＭＣを使用）します。 

ヤマハ発動機グループとは､連結対象会社で一部関係会社も含

みます。 

　※連結対象会社（一部､関係会社も含む）のうち､日本国内の会社の 

　社名表記については日本語表記とし､法人格呼称を省略しています。

　日本国外の会社の社名表記については､英文の社名の略称を用いま

　した。また､団体名については（財）（社）などの略称を用いました。 

■決算期について：２００４年度は､決算期変更のため日本･北米

などは２００４年４月１日～１２月３１日､欧州･アジアなどは２００４年

１月１日～１２月３１日の変則決算となっています（一部､推移デー

タにおいては､２００４年度も１２ヵ月換算の参考数値を掲載）。 

■次回の発行について：２００７年４月頃を予定しています。 
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＜ヤマハ発動機(企業・IR情報）：ウェブサイト･アドレス＞ 

 

当社ウェブサイトでは､「CSRリポート２００６」の情報に加え､

さらに環境情報については各グループ会社や工場毎 

の取組みを紹介した「資料編」や財務情報を紹介した 

「アニュアルリポート」も掲載しています。是非ご覧ください。 

http://www.yamaha-motor.co.jp/profile/
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人と地球に優しく、 

そして､常に世界の人々に  

｢新たな感動｣と｢豊かな生活｣を  

提供しつづけること――。 

 

ヤマハ発動機グループは、 

これからも地球を舞台として､ 

世界中の人々のご期待に応え、 

尊敬される企業をめざします。 

ヤマハ発動機株式会社 
代表取締役社長 

■ご挨拶 

 

　ヤマハ発動機は､２００５年７月に創立５０周年を迎

えることができました。その道のりはひとえに､お

客さまをはじめ株主やサプライヤー､販売店さま､ 

さらに地域社会の方々､そして従業員など､多くの

ステークホルダーの皆さまに支えられてきたから

こそ歩んでこられたものと感謝しております。あら

ためて厚くお礼申し上げます。 

　　　　　　　　　　 

　企業は､社会的責任を果たしながら､「持続的な

価値創造」や「競争力向上」をめざすことが最大の

使命とされています。私たちは､単に利益追求に終

始する経済主体から､社会にとって有用で存在価値

のある主体たることが求められていると認識して

おります。 

　私たちはステークホルダーの皆さまからのご期

待を真摯に受け止めて､自らの社会的責任を明確

にし、誠実にその責任を果たすことによって､ステー

クホルダーの皆さまとのより良い信頼関係を築い

ていけるものと考えております。 

　１９５５年に産声を上げたヤマハ発動機は､創業以来､

社訓に「企業活動を通じた国家社会への貢献」を

謳い､「感動創造企業」として「世界の人々に新た

な感動と豊かな生活を提供する」ことを企業目的

として掲げてまいりました。 

 

 

　常日頃より、“技術革新による「夢」を持ちながら、

お客さまの期待を超える製品とサービスを提供し､

社会へ貢献したい”と願う従業員一人ひとりの思い

は､ヤマハ発動機グループの企業活動の原動力で

あり､まさにＣＳＲ概念の源流であると確信しており

ます。 

　２００５年度は､これまでの５０年間に渡る私たちの

活動を振りかえる中で、そうした創業来の精神に立

ち返り、ステークホルダーの皆さまとの関わりにつ

いて､社内で議論を重ねてまいりました。そして今後､

さらに積極的なコミュニケーションを通じて皆さま

のご期待に応えていくことが､私たちの責務である

と再認識いたしました。 

　２００５年度のCSR活動は、ステークホルダーの 

皆さまにヤマハ発動機グループのＣＳＲ活動への 

ご理解を深めて頂くための基盤づくりとして､製品 

品質､環境､雇用･労働､コンプライアンス､危機管理

など、基本となる部分に重点を置き､それぞれの課

題と達成目標･達成時期を定めて取組みを進めて

まいりました。 

　しかしながら､皆さまからのご期待に応えるに至ら

ぬ点もあり､各方面の方々から忌憚のないご意見や

激励のお言葉も頂きました。あらためて､その社会

的責任の重さを認識し､今後はさらに皆さまからの 

 

 

ご期待に誠意を持って応えていけるよう努力して

まいる所存でございます。 

　これまでのCSR活動はヤマハ発動機本社と国内

関連会社が中心の活動でしたが、２００６年度はより 

グローバルに展開してまいります。今後は世界各地

域の事情や実態（条件）を踏まえた上で､目標レベ

ルを設定し､活動を推進いたします。 

　中期経営計画『NEXT５０-Phase2』の２年目に

あたる２００６年は､２００５年度の実績を踏まえながら､

さらなる飛躍をめざす重要な年です。『NEXT５０-

Phase2』の基本方針である｢価値､収益､成長の

バランスをとり､オンリーワン･ブランドをめざす｣ 

ことを目標とすると同時に､全社一丸となってＣＳＲ

活動を堅実に実践し､社会的責任を果たしながら 

「企業価値の向上」に力強く邁進してまいります。 

　今後も､厳しくも暖かい眼差しで私たちの企業 

活動を見守って頂き､これまでの５０年同様､皆さまの

変わらぬご愛顧､ご協力を賜ることができれば幸い

でございます。 

 

０４ ０３ 



「安全」と「環境」の両立 
当社は、２００５年に開催された第３９回東京モーターショーに、 

軽量・コンパクトな５９９ccエンジンと高出力・高効率な電気モーターを組み合わせた試作車、 

ハイパフォーマンスハイブリッド・モーターサイクル【Gen-Ryu】を参考出品しました。 

大型のハイブリッドエンジンがもたらすまったく新しいフィーリングに加え、 

その感動を永遠のものとするために最新の環境／安全技術を集約した【Gen-Ryu】――。 

未来に向かうヤマハモーターサイクルのベクトルは、 

環境と安全、そして感動に向かってまっすぐに延びています。 

High Performance Hybrid Motorcycle 

【Gen-Ryu】 
３９th TOKYO MOTOR SHOW Reference model (Experimental Vehicle) 【Gen-Ryu】 

スーパースポーツYZF-R６のエンジンと電気モーターを組み合わせ、G.E.N.I.C.H.（ジェニック）という新しい電子技術に

よって最適制御を実現するハイパフォーマンスハイブリッド・モーターサイクル【Gen-Ryu】。 

１０００ccクラス並のパワフルな運動性能を支えるフレームには、リサイクル性が高く、環境負荷の少ないアルミ材を利用 

した「CFアルミダイキャスト」を採用しています。また、ASV（先進安全自動車）機能とスマート機能を連動させた 

コントロールシステム、「ヤマハH.M.I.（ヒューマン・マシン・インターフェイス）」システムを搭載。H.M.I.対応のヘルメット

「スマートヘルメット」を使用することで、安全運転のために必要な情報を音声と映像でライダーに伝達します。 

● CF aluminum die-cast frame ● Liquid-cooled DOHC ４-valve ４-cylinder engine (YZF-R６ based) 

＋electric motor ● ５９９cc ●ASV(Advanced Safety Vehicle) function equipped 

Safety
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●TOPICS：YAMAHA’s Technology

a）表示位置 d）周囲（後方）情報 

e）警告情報 

f）地図情報 

b）車両信号情報 

c）自車情報 

液晶ディスプレイ 

従来車の照射範囲 

ASVの照射範囲 

 ■ 「安全」と「安心」を技術に込めて 

「ＡＳＶ-３」に見るYAMAHAの先進安全技術 
 
二輪車に乗るお客さまの「安全」を第一に考えるヤマハ発動機は､国土交通省が推進する 

ＡＳＶ（Advanced Safety Vehicle=先進安全自動車）の研究活動に参加。 

予防安全技術に加えて､衝突安全技術においても研究を進めています。 

ヤマハ発動機は、プレジャーボートの船体の安全性をより

強化するための技術として、「FOAMAP」を新開発しまし

た。FOAMAPとは「Foam Manufacturing Process」

を略した当社独自の言葉で、FRP積層板の間に高圧ウレ

タンを注入して一体成型したFRP＋高密度ウレタンの三

重構造とし、従来のFRP単板構造やサンドイッチ構造に比

べ、浮力や剛性の面で優れた特性を発揮するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

FOAMAPは「安心」「快適」「便利」をお客さまに提供します。

「安心」の面では三重構造となっているため船体を傷つけ

ても開孔しにくく、万一その一部が開孔し、浸水しても自

走による帰港が可能なほどの浮力を有します。 

「快適」の面ではウレタン発泡体が充填されていることに

より、波にあたる音が伝わりにくくなっています。 

「便利」の面では構造上、船体のバルクヘッド（隔壁）やロ

ンジ（縦通材）が不要なため、ハル（船底）内部の設計に自

由度が増し、ワンクラス上の空間を提供できます。 

また、製造工程においては、補強部材の接着工程などを大

幅に省略できることからＶＯＣ（揮発性有機化合物）の発

生を大幅に削減するなど、地球環境保全の面においても

大きな効果が得られ、生涯エネルギー消費量でアルミの

約半分※というＦＲＰの特性をさらに向上させることに成功

しています。 

※（社）日本舟艇工業会の「ＦＲＰ標準化船」「従来型ＦＲＰ船並びに軽合金船のＬＣＩ分析」による。 
 

 

自車位置、速度、車両信号状態など

のデータを一定間隔で送出し、他車

両の同様のデータを受信します。車

両は受信したデータを解析し、必要

に応じ情報提供（音声・画面表示）の

支援を行います。  

 

後方確認が必要なレーン変更時な

どに、後方から側方にかけての周辺

情報をモニター表示。車両の後方（左

右）にCCDカメラが２個搭載されて

おり、真後ろから横までの映像をウィ

ンカーに連動して液晶ディスプレイ

に表示します。 

 

新型の二輪車用エアバッグは、衝突

初期にライダーを車両に保持する機

能とエアバッグ本来の緩衝機能の両

立をめざしています。システム構成は､

エアバッグが受けた力を受け止める

バックプレートやマルチチャンバー・

エアバッグです。 

e 後方視界補助システム 

Bluetooth（免許不要の近距離無線通信）技術を利用した音声情報を伝える通信機

をシートの下に、平面スピーカーをメーター周りにレイアウトしました。ヘルメットには

通信機を後方に、スピーカーを耳元に、マイクを前方にレイアウト。メモリーなどに記

録した音楽を、車両に設置したスピーカーまたはヘルメットで楽しむこともできます。 

 

 

w 音声提供システム 

q、wのシステムの情報や道路前方形状などの情報を、

液晶ディスプレイに表示します。ディスプレイは太陽光下

での視認性を考慮し半透過型を採用しました。 

t 多機能表示システム 

右左折する手前やカーブ走行中に自動点灯するコー

ナリングライトをヘッドライト横にレイアウトしました。 

交差点の手前はウィンカー連動で、旋回中はバンク

角連動で作動し、常に前方を照射します。　 

 

y 夜間ライティングシステム 

q 車車間通信システム 

後方カメラ 

FOAMAP船体断面 FOAMAP構造を採用した「AS２１」 

r エアバッグシステム 

沈まない「船」をめざして。 
新構造「ＦＯAＭＡＰ」 

浮力テスト風景 

スピーカー 

マイク 

通信機 

スピーカー（ヘルメット内部） 

カメラ映像 ミラー映像 

警告情報 基本情報 選択情報 
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q アルミダイキャストフレーム 

五角形のフレームデザインは､タイヤやハンドル､

シート､乗り物に不可欠な要素から生まれた造形

です。シンプルな設計とシンボリックなデザイン

の両立を可能としました。 

 ■ 「クリーン」で「新感覚」をコンセプトに 

「EC-０２」に見るYAMAHAの環境対応技術 
 

 

 

他に無い価値を創造し､お客さまの「遊び心」を刺激するヤマハ発動機は､これまでにも世界で初めて電動ハイブリッド自転車

やメタノール燃料電池二輪車を開発・発表してきました。２００５年度には電気で走る新感覚コミューターとして「Passol」に

続くエレクトリックコミューター「EC-０２」を発売。排出ガス「０（ゼロ）」の環境に優しい、最も進化したパーソナルコミュー 

ターは､二輪車ファンだけでなく環境意識の高い人びとの心を捉えて､オンリーワン･ブランドをさらに高めています。 

 

● ３バルブＳＯＨＣエンジン 

５０ccスクーターの４ストロークエンジン用に独自開発し

た３バルブSOHCエンジン。吸気通路面積を拡大するこ

とで､吸気効率を向上させて､素早い燃焼による高い燃焼

効率を実現させました。 

従来式のダイキャストでは困難であった薄肉かつ大物の

アルミダイキャスト部品を量産化できる、独創的な新技術。

アルミフレームの高剛性化や軽量化、部品点数の削減は

もとより､車体デザインの自由度を拡大し、ワイドな骨格が

ゆとりある収納性にも貢献するなど､ 環境対応以外の 

メリットも生み出しています。 

● ＣＦアルミダイキャストフレーム 1

● ＦＩ：フューエルインジェクション 

走行状況に応じて最適な燃料供給を可能にするフューエ

ルインジェクションは､優れたドライバビリティと環境性能

を両立させました。当社では二輪車特有の要件に合致し

た高性能でシンプルなFIシステムを開発し、随時採用を拡

大しています。 

2

● ＤｉＡＳｉｌ（ダイアジル）シリンダー 

ヤマハCFアルミダイキャスト技術の投入で､メッキレスの

高性能オールアルミシリンダーを実現。耐摩耗性と高放

熱性をはじめ､軽量化や優れたリサイクル性､製造コスト

の削減などをもたらしています。 

3

4

1 2

3 4

w 超薄型ヤマハ･インテグレーテッド・
　 パワーユニット 
パワーユニットは､後輪ハブ内に超扁平面対向ブ

ラシレスＤＣモーター､超小型コントローラー､遊

星減速機､ブレーキをユニット化し､リヤアームと

一体設計することでコンパクト化を実現しました。 

r コンパクトに変身 

「EC-０２」のハンドルは､わずかな操作で

折りたたみが可能です。さらに、フット

レストを折りたたむと車体の出っ張りが

無くなり､フラットに変身し､収納や車載

に便利です。 

t 車載モバイルもＯＫ 

「EC-０２」の重量は４７kgで､バッテリー

を外すと４１kgという軽量設計が施され

ています。ガソリンもオイルも使用して

いないため､車に横倒しして載せても液

漏れの心配がありません。 

 y 世界最高水準のリチウムイオンバッテリー 

リチウムイオンバッテリーは､従来よりも重量あたりのエ

ネルギー密度を高めるために、負極に黒鉛を採用するこ

とで､高エネルギー密度化を実現しました。また高度なバッ

テリーマネジメント技術により､高精度な残量表示や効率

的な電力使用､メンテナンスフリーを実現しています。 

 

 

 

徹底して「環境」を追求。 
二輪車環境対応技術 
 

e 選べる２つの走行モード 

「EC-０２」は､デジタル液晶メーター下の

ボタンで、簡単に標準モードとパワー

モードの２つの走行モードに切り替えら

れます。その時の気分や状態に合わせて､

２種類の走りが楽しめます。 

●TOPICS：YAMAHA’s Technology
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世界に信頼される地球市民の一員として 

　　　　　　　　　　　 ＣＳＲの考え方 

 

ヤマハ発動機 
グループの 
CSR

倫理的側面 

Ethical 
 

経済的側面 

Economic

環境的側面 

Environmental 

社会的側面 

Social

ヤマハ発動機グループは､社会の信頼を獲得した企業市民としての 

行動を規範として､｢経済｣｢環境｣｢社会｣の全ての視点で“感動創造” 

を通じた付加価値の創造を追求し､社会から愛され､存続が望まれる 

企業をめざして､『ＣＳＲ（企業の社会的責任）』を遂行します。 
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ＣＳＲへの取組み姿勢 

　企業に対してあらためてＣＳＲ（企業の社会的責任）が求め

られています。こうした背景には、この地球上に「経済」「環境」

「社会」などの各分野で、さまざまな課題の解決なくして人類

の発展や幸せな生活が実現できないという問題意識がある

からです。 

　私たちヤマハ発動機グループは、この本質的な問題に対し

て私たちの事業活動の原点といえる「社訓」を読み解くこと

で、ヤマハ発動機グループとして「ＣＳＲ」を捉えＣＳＲの活動

を着実に進めていくこととします。 

 

　ヤマハ発動機グループにおけるＣＳＲの取組みは、下記３つ

の活動領域で展開しています。 

　事業を通じた社会貢献活動では、社会に貢献する製品の開

発や製品を通して、時代とともに変化するお客さまの夢を追

求し、感動を創造するために努力を続けています。 

　また、事業外での社会貢献活動では、ラグビーやサッカー

を通したスポーツ文化の育成はもとより、安全普及活動、地

域社会や地球環境との共生をめざした各種ボランティアなど

さまざまな社会貢献活動を展開しています。 

　さらに全社的に取組む社会的責任行動としては、製品保証、

環境保全、雇用・労働などテーマ毎に課題を整理し「内部統制」

を機能させながら競争力の強化を図っています。 

 

　ヤマハ発動機グループでは､１９５５年の創業以来､｢社訓｣

を掲げて、基本的な指針としています。 

　この「社訓」では、 従業員一人ひとりの行動に焦点を当て､

社会の要請に応じた企業人としての従業員の有り方が謳わ

れています。 

　ＣＳＲの概念は、欧米によってもたらされたものですが、「個」

の尊重を基本として「社会」を見据えた私たちの社訓には､「企

業の社会的責任」の文言こそ無いものの､思潮としては同質

の内容が語られています。この「社訓」を基礎としながら 

ヤマハ発動機グループでは、従業員一人ひとりの行動を通し

て社会貢献することをめざしてきました。 

　１９９０年には､“世界の人々に新たな感動と豊かな生活を提

供”する「感動創造企業」を企業目的とした「企業理念」を制

定しました。 

　企業理念では、企業目的を達成するための「経営理念」と 

「行動指針」を制定いたしました。今後とも、人々の夢を知恵

と情熱で実現し、常に「次の感動」を期待される企業をめざし

て､“お客さまの感動創造”はもとより､お客さまの感動を自

らの感動として受止め､新たな「付加価値の創造」に努めて

いきます。 

ヤマハ発動機グループの企業理念 

ヤマハ発動機グループのＣＳＲの考え方　 

ヤマハ発動機グループのＣＳＲの展開 

環境的側面 
Environmental 

社会的側面 
Social

経済的側面 
Economic

倫理的側面 
Ethicalヤマハ発動機 

グループの 
CSR 社会の信頼を獲得した 

地球市民としての行動 
・・・etc.　 
 

持続可能な発展をめざした 
循環型社会の実現・・・etc.　 
 

企業の成長と 
感動を両立させる 
事業推進・・・etc.　 

豊かな社会作りをめざした 
地域社会との融合・・・etc.　 
 

企業理念 

Company 
Philosophy

世界の人 に々新たな感動と豊かな生活を提供する 

感 動 創 造 企 業  

Company 
Pledge

Corporate Mission

Management Principles
１. 顧客の期待を超える価値の創造 
２. 仕事をする自分に誇りがもてる企業風土の実現 
３. 社会的責任のグローバルな遂行 

「課題認識」「決断・克服・貫徹」「評価の徹底」 
「あるべき姿へのこだわり」の４テーマ・２１項 
 目で、行動すべき方向性とその基準を明確化 
（『YAMAHAバリュー２１』） 

Action Guidelines

企業目的 

経営理念 

社　訓 

行動指針 

　世界の人々に信頼され、広く社会とともに歩むグローバル

企業は、経済的側面のみならず、環境的側面や社会的側面に

おいても社会的責任を果たすことが求められています。 

　社会は常に企業を見ており、企業もまた社会の期待

に応え続けなければならないと考えています。 

企業は、社会に対して付加価値のある商品や 

サービスを提供するとともに、社会から恩恵

を受け、学んでいるという常に謙虚な姿勢で

接することが明日への持続的な発展につなが

ると考えています。 

　ヤマハ発動機グループは、「持続可能な発展」の

基礎となるトリプルボトムライン（「経済的側面」/「環境的 

側面」/「社会的側面」）に加えて、それらを推進する従業員 

一人ひとりの「倫理的側面」も合わせた４つの側面において、 

地球市民として社会的に責任ある活動を推進しています。 

 

企業理念とＣＳＲの考え方 

２. 事業外の社会貢献活動 
●安全普及活動　●スポーツ支援活動 
●地球環境保全　●研究･学術支援･･etc

３. 全社的に取組む社会的責任行動 
●製品保証　●環境保全活動　●雇用･労働　 
●コンプライアンス　●危機管理･･･etc 

 

１. 事業を通じた社会貢献活動 
●製品安全の向上　●環境対応製品の開発 

●健康生活支援製品の開発　 
●開発支援援助･･･etc 
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ＣＳＲを推進する機能 

　ヤマハ発動機では､コーポレート･ガバナンスの強化を図

るとともに､ＣＳＲへのグループ全体での取組みを推進する

ための組織づくりを進めてきました。 

　企業活動全体に対してＰＤＣＡがより機能するように､その

要であるチェック機関として､２００５年１月に代表取締役社長

直轄のＣＳＲ監査ユニットを設置し､業務活動の適合性や有効

性を監査しています。 

　また､これまで環境・製品・危機管理・コンプライアンスなど、

個別展開してきた委員会を統括し、さらにはグローバル展開

を推進する機能として、代表取締役専務を委員長としたＣＳＲ

統合会議を２００５年９月に新たに設置し､グループ視点での 

ＣＳＲ構想を立案するとともに､グループおよび各委員会にお

けるＣＳＲ活動の進捗を管理しています。 

　２００５年度は、ＣＳＲ統合会議を７月および１０月に開催し､ 

ヤマハ発動機グループのＣＳＲ活動全体を把握し､これから

のＣＳＲ活動方針を確認しました。　 

　さらにグループ各社のＣＳＲに関する調査を行うなど､ 

ＣＳＲ推進体制の構築を着実に進めています。 

  

 

 

　ヤマハ発動機グループでは､リスクの全社一元管理を進め、

個別管理によるばらつきを是正し、対策レベルの向上を図る

ことを目的として２００３年３月に危機管理委員会を設置し､こ

れまでもさまざまなリスク対策を実施してきました。 

　通常想定されるリスクに対しては、事業計画にその対策を

折り込むとともに、進捗状況の把握および効果の確認を講じ

ています。 

　会社の事業継続に大きな影響を与えるリスクに対しては､

他の委員会や主管部署との連携を図り､また、危機管理規程

および危機管理マニュアルを制定して未然防止と危機発生

時対応の観点より対策を講じています。危機発生時には同規

程にもとづいて､代表取締役社長を本部長とする緊急対策本

部を設けて､迅速･適切な対応を取れるようにしています。 

■ 東海地震の地震防災対策について 

ヤマハ発動機グループの日本国内の主

要事業所は､予想される東海地震の防

災対策強化地域内に集中していること

から､耐震補強工事､被災後の早期復旧

を可能にするための体制整備等の対策

を進めています。さらに､従業員に対し

ては緊急時に混乱無く対応が図れるよう､

行動マニュアルをもとにした訓練を行

うほか､非常事態に陥った時でも全従業

員の安否をインターネット上で確認で

きるシステムを開発するなど､不測の

事態に備えた対応を図っています。 

　ヤマハ発動機グループでは､社会からの信頼の維持・向上

と事業の円滑な運営を図ることを目的として､コンプライア

ンス活動に取組んでいます。 

　２０００年４月には､行動基準たる｢倫理行動規範｣を定め､また､

２００２年１１月には､会社の信頼や信用を損うような違法行為

あるいはその恐れがある場面に遭遇した時に､経営トップに

直接情報提供できるよう「コンプライアンス･ホットライン」を

開設し､コンプライアンスの基本インフラを整備しました。  

　さらにその実効性を高めるために､全従業員を対象とした

集合研修やヤマハＣＣＳアカデミーなどを通じた学習の場を

設け､２００４年２月には倫理行動規範の副読本として｢コンプ

ライアンスＱ＆Ａ｣を発行（２００５年１月に再版）し、従業員が直

面するさまざまな事例に対して具体的な対応を明示して､活

動基準の共有化を図っています。 

　２００５年９月からは､それまでの倫理委員会をコンプライア

ンス委員会と名称変更し､ＣＳＲ統合会議のもとに位置付け、

なお一層の幅広い活動を展開しています。 

全従業員に配布して意識の徹底 
を図る「倫理行動規範」 
 

自己評価するためのチェックシート 
「コンプライアンス・セルフチェック」 
 

「コンプライアンスQ&A２００６」 

「東海地震行動マニュアル」 

「個人情報保護対応マニュアル」 
リスクマネジメントの対応を説いた 
「危機管理基本マニュアル」 

リスクの全社一元管理を規定した 
「危機管理規程」 

　事業が拡大し､グローバル化が進む中で､情報管理の重要

性は増大しています。いかに適時に､適切な相手に､適切な情

報を開示するかが、経営の透明性の鍵ともいえます。一方で、

顧客などの個人情報や機密情報の毀損､漏洩防止は会社の

信用維持､円滑な事業運営にとって必要不可欠の事項です。 

　ヤマハ発動機グループでは､これまでも社内規程の制定や

社内教育､情報セキュリティシステムの構築などの措置を講

じてきました。また、情報管理を

強化する取組みの一つとして､

情報開示を含めた情報管理に

対する組織作りとシステム強化

を図っています。 

　情報開示に関しては､情報開

示委員会を設けて情報管理を

徹底するとともに、情報開示に

対するルールを定めて適切に

アカウンタビリティを遂行し､ 

ステークホルダーの皆さまの理

解を深めるために努力しています。 

　なお､個人情報保護については､２００３年７月１日に「プライ

バシーポリシー」を制定し、同年９月に「個人情報保護対応マ

ニュアル」を作成して､その徹底を図っています。 

 

■ ｢TRUST･e｣の取得 

ヤマハ発動機は､２００３年１１月に個人情報保護体制強化の一環

として、インターネット上のプライバシー保護プログラムとして

世界で知られている個人情報保護の第三者認定機関「TRUST･e

機構」が定める認定を取得し、「TRUST･e」のライセンシーと

なりました。併せて、１００％出資の国内販売会社である 

ヤマハ発動機販売でも同時取得し、同年１１月２０日よりウェブサ

イト上で「TRUST･eシール」の告知を開始しています。なお、

「TRUST･eシール」の取得は自動車業界においては、当社が

初めてです。 

ヤマハ発動機グループのリスクマネジメント 

※２００６年５月１日現在 
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ヤマハ発動機グループのＣＳＲ推進体制 ヤマハ発動機グループのコンプライアンス 

ヤマハ発動機グループの情報管理 
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コーポレート･ガバナンス体制について 

コーポレート･ガバナンス 

　ヤマハ発動機グループでは､コーポレート・ガバナンスを「長

期的な企業価値の最大化のために経営体制を規律していく

こと」と認識し､「意思決定の迅速化」や「業務執行の妥当性」､

「効率性を担保する実効性と透明性のある監督機構の整備」､

「企業価値を大きく損なうリスクを最小化するための内部統

制機構の構築」を進めてきました。 

　経営統治機構については､当社がこれまで実施してきた諸 

改革（執行役員制の導入､役員人事委員会の設置など）が実

効を上げていると判断しており､引続き監査役設置会社方式

を継続する方針です。私たちは今後も監督機能の強化や内

部統制の整備など､コーポレート･ガバナンスのさらなる強化

に取組んでいきます。 

　ヤマハ発動機グループの経営管理組織は､経営方針など

の重要事項に関する意思決定および業務執行の監督機関と

して「取締役会」､業務執行機関として「代表取締役」､監査

機関として「監査役（会）」を設置しています。 

　また､グループ全体の経営戦略や中長期の経営方針などを

審議する機関として「経営会議」を設置し､さらに迅速な業務

執行を図ることを目的として「執行役員制」を導入しています。  

　なお､２００５年度は､取締役１１名(うち社外取締役１名)、監査

役４名（うち社外監査役２名）、執行役員１２名の体制でしたが、

第７１期定時株主総会（２００６年３月２８日開催）をもって、取締

役１２名(うち社外取締役1名)、監査役４名（うち社外監査役２名）、

執行役員１４名の体制となりました。 

コーポレート・ガバナンス体制の状況 

　ヤマハ発動機では､役員候補の選任や報酬決定における

透明性や妥当性を高めるために､２００１年８月に取締役会の諮

問機関として「役員人事委員会」を設置しました。 

　役員人事委員会は､外部有識者２名（元上場企業社長､大学

院教授）､社外取締役１名､社内取締役４名の合計７名で構成

されています。 

　同委員会では､役員候補者の選抜のあり方および具体的な

候補者案､役員報酬決定のプロセスや水準および報酬額､経

営統治機構の選択などについて審議し､取締役会に対して助

言を行っています。 

　同委員会は､アドバイザリーボードとして任意に設置した委 

員会であり､最終的な意思決定権限は有していませんが､取締

役会は同委員会の助言を踏まえて意思決定を行っています。 

役員人事委員会について 

　監査役は取締役会に出席するほか､取締役･従業員から報

告を受け､重要な決裁書類の閲覧､子会社への往査などの監

査業務を行っています。 

　常勤監査役は､経営会議､ＣＳＲ統合会議などの重要な会議

にも出席しています。また､会計監査人による監査の経過な

らびに監査結果の報告を定期的に受けることにより､会計監

査の相当性を判断しています。 

　なお、監査役室（専任担当者１名）を設け､社外監査役を含

めた監査役の監査業務をサポートしています。 

 

監査役･監査役会について 

　ヤマハ発動機では､役員人事委員会の助言にもとづき､年

功的要素の強い役員退職慰労金を廃止しました。また､取締

役については､株主との価値の共有化や業績連動性を高める

ために､株式取得型報酬制度（※）の導入やグループ業績に連

動した賞与へと見直しを図りました。 

役員報酬制度について 

※株式取得型報酬制度について 

２００５年４月より､取締役（社外取締役を除く）の報酬制度については､中長

期の株主価値との連動性を高めるために､自社株式の取得･保有に関する

ガイドラインを設けて､毎月一定額で自社の株式を取得（持株会経由）し､

これを在任期間中保有することとしています。 

この報酬制度の導入に伴い、ストックオプションは廃止しました。 

● ヤマハ発動機グループのコーポレート・

選任／解任 

選任／解任 

助言 選任 

取締役
取締役１

（うち社外取締

（

執
（

役員人事委員会 

１７ 

コーポレート･ガバナンスに対する基本的な考え方 
ガバナ

指示
監督

選
監
 

代

会 
２名 
役１

経
重要
常

行役
業務の
ンス体制および内部統制体制の模式図 

※コーポレート･ガバナンス体制および内部統制体制は２００６年５月１日現在のものです。 

 

株 主 総 会  

各事業部門､カンパニー､グループ会社 

選任／解任 選任／解任 

報告 

報告 

付議 
報告 

方針提示 
指示 

計画具申 
報告等 

方針提示 
計画等承認 

重要案件の 
付議・報告 

報告 

報告 
報告 

指示 

指示 

指示 

 
 

監査 

監査 

監査 監査 

任／解任 
督 

報告 

選任･再任の同意 
会計監査相当性の判断 

表取締役 

監査役室 

ＣＳＲ統合会議 

ＣＳＲ監査ユニット 

名） 監査役会 
監査役４名 

（うち社外監査役２名） 

営会議 
案件の審議等） 
勤取締役 

会計監査人 

員１４名 
執行） 

雇
用
労
働
委
員
会 

情
報
開
示
委
員
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境
委
員
会 

製
品
保
証
委
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ン
プ
ラ
イ
ア
ン
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委
員
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機
管
理
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ステークホルダーとの関わり 

　ヤマハ発動機グループは､お客さまはもとより､株主／投

資家､地域社会､従業員､サプライヤー／販売店､さらには地球

環境といった世界中のさまざまなステークホルダーの皆さま

によって支えられています。そうしたステークホルダ－の皆 

さまのご期待に応え、社会的責任を果たしていくために､私

たちは双方向のコミュニケーションを積極的に展開していま

す。その中で､新たな視点や価値観を学び､さらに強い信頼

関係を構築して､企業価値の向上や持続的成長をめざします。 

　ヤマハ発動機グループは､世界中のさまざまなステークホ

ルダー皆さまの声に耳を傾け､その声に応えることはもとより､

私たちからも情報を発信していくことで､経営活動の透明性

を高めています。これからも世界の人々と信頼関係を築いて

いくために､積極的なコミュニケーションを推進していきます。 

 

　ヤマハ発動機グループでは､

従業員との円滑なコミュニケー

ションを図るために､社内報を発

行し､情報の共有と意識改革の

推進を図っています。また､イン

トラネットによる各種情報のアー

カイブ化も進め､そのグローバル

化にも着手しています。 

　さらに､日々の業務における提案活動やタスク活動では､

コンテストを実施し優秀な活動に対して社長賞を授与。５０周

年記念イベントとして全世界のグループ会社を対象として繰

り広げられた感動創造大賞では､大勢の応募者から優秀な作

品が寄せられました。 

　ヤマハ発動機グループの国内および海外事業は多くのサ

プライヤーや販売店によって支えられています。そうしたス

テークホルダーとの信頼関係をより強固にするために､日々

の業務を通じてさまざまなコミュニケーションを実施し、意思

の疎通を図るとともに､情報の共有化に努めています。 

私たちが商品を提供するためには､

鉱物資源やエネルギー資源､水資源

などの天然資源に頼らざるを得ません。

また､事業活動に伴い､環境負荷物質

や廃棄物を排出しています。 

そして､私たちの事業活動においては、

製品の使用段階において､特に大き

な環境影響を及ぼしています。事業

活動による環境への影響を最小化す

るための取組みを継続するとともに､

サスティナブル・モビリティを実現す

ることが私たちの重要な責務です。 

地球環境 事業環境 

私たちはサプライヤーから部品等の

供給を受け､販売店からは販売チャ

ネルや商品のアフターケアの協力を

受けています。 

私たちは､これらのサプライヤーと

の相互信頼にもとづく､公正な取引

を維持し､より良きサプライチェーン

を形成します。 

サプライヤー／販売店　 

私たちは､私たちを取巻く地域社会

から事業環境の提供を受け､一企業

市民として､地域社会の中で活動し

ています。 

私たちは､地域社会との調和に努め

るとともに､納税､雇用創出､モビリ 

ティ創出､地域社会支援などを通じ､

健全な地域社会の形成に貢献します。 

 

地域社会 

「社長賞」授賞式 

 インドで行われた二輪車の 
「ディーラーミーティング」 

「ディーラー・トリップ」で日本を 
 訪れた 海外ディーラー 
 

米国の「ディーラーミーティング」での 
ファクトリーライダーサイン会 
 

ヤマハ発動機グループのステークホルダー ステークホルダーとの対話 

ヤマハ発動機グループとステークホルダーの関係 

　ヤマハ発動機では､株主や投資家の皆さまに当社の経営

活動について､正確で適切な情報を迅速に提供し説明責任を

果たすために､ＩＲ戦略チーム（構成員：１６名､内専任２名）を設

置して､国内外で積極的なIR活動を行っています。具体的な

活動としては､四半期毎の決算説明会の開催､海外投資家向

けのIRロードショーの実施､工場見学会､技術説明会、IRホー

ムページでの情報開示の強化があげられます。 

　また､個別取材対応に

関しては､証券アナリスト･

投資家の皆さまの便宜

を考慮して､本社所在地

での対応に加え､東京で

の対応も積極的に行って

います。 決算説明会 

株主／投資家との対話 

従業員との対話 

サプライヤー／販売店との対話 

地域の子供を対象に開催された「面白エンジンラボ」 

　お客さまや地域社会の人々とのコミュニケーションの場の

提供を目的として､ヤマハ発動機グループでは１９９８年７月に

静岡県磐田市の本社敷地内に「コミュニケーションプラザ」

をオープンし､以来､過去から現在､そして未来に向けた 

ヤマハ発動機グループの活動や考えを､さまざまな形でプレ

ゼンテーションしてきました。その他､工場見学の受入れにも

積極的に取組むなど､お客さまや地域社会の理解と信頼の獲

得に努めています。 

お客さまおよび地域社会との対話 

「感動創造大賞」授賞式 

社報 
私たちは、株主から事業資本の提供

を受けており､その構成は､機関投資

家､外国人株主､個人株主など、非常

に多様です。 

株主利益の追求は、私たちの責務です。

適切な経営行動を通して､利益を継

続的に生み出し､企業価値の向上を

追求します。 

 

株主／投資家 

私たちは、お客さまに対し商品や 

サービスを提供することで利益を得

ています。二輪車や船外機を主軸と

する多様な事業を､日本､北米､欧州､

アジアなどの地域で展開しています。 

私たちは､感動を生む価値を創造し、

豊かな生活の実現に貢献するため、

お客さまの夢を追求し続け､革新的

かつ安全で､品質の高い商品とサー

ビスを創造､提供します。 

 

お客さま 

私たちは、全世界で約３万９千人の従

業員とともに活動しています（連結）。

従業員が生み出す創造性やチャレン

ジ精神は､私たちのイノベーションの

源泉です。 

私たちは､従業員一人ひとりの個人

としての尊厳､価値､および自主性を

尊重するとともに､創造性豊かな人

材育成に努め､活力あふれる企業風

土を形成します。 

 

従業員 

配当 
株価 

資本 

報酬 
能力開発の機会 

創造性 
チャレンジ精神 

商品 
サービス 

利益 

排出 
廃棄 

天然資源 

対価 
利益 

部品 
販売チャネル 
アフターケア 

納税 
雇用創出 
モビリティ 
地域社会支援 

事業環境 
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倫理的側面 

Ethical 
 

環境的側面 

Environmental 

経済的側面 

Economic

社会的側面 

Social

ヤマハ発動機 
グループの 
CSR

 

持続的成長を実現する価値と利益の創出 

　　　　　　　　　　　 経済分野の活動報告 

ヤマハ発動機グループは､持続可能な発展をめざして､『CSR（企業の

社会的責任）』を遂行するために､効率的な経営を追求し､付加価値の 

創造と利益の創出を実現しています。 
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● 中期経営計画 

『NEXT５０-Phase2』の全体像 感動創造企業 

中期経営計画"NEXT５０-Phase2" 
～オンリーワン・ブランドを目指して 

次の飛躍に向けた基盤構築  "NEXT５０-Phase1"

成長機会 
の取込 

利益志向 
の継続 

差別化価値 
の追求 

人と組織の活性化 

利
益
追
求
志
向 

持
続
的
成
長 

社会 株主 

顧客 社員 

アセアン二輪車事業の拡大 

新規ドメインでの事業化推進 

BRICs市場の開拓・基盤確立 

顧客価値の追求、拡大 

独自技術による差別化価値の追求 

ブランド戦略とマーケティング戦略 

欧米事業の安定的収益拡大 

IM事業の高収益維持と拡大 

コストダウン継続と強化 

高付加価値マーケティングの展開 

CSRの遂行　　　　　　　　　　コーポレート･ガバナンス 

中期経営計画および経営状況 

　ヤマハ発動機では、創業５０周年を迎えた２００５年１月に３カ年

の中期経営計画「NEXT５０-Phase2」をスタートさせました。

この計画では、前中期経営計画「NEXT５０」で培った「グロー

バル評価に耐えうる利益志向の企業体質」を基盤に､「価値」

「収益」「成長」のバランスの取れた事業戦略を進めることによ

り､「オンリーワン･ブランド」になることを目標に掲げています。 

　具体的には「CSRの遂行」「コーポレート・ガバナンス」「人

と組織の活性化」を土台として、「差別化価値の追求」､「利

益志向の継続」､「成長機会の取込」を基本戦略に掲げ､感動

創造企業としてステークホルダーの皆さまとともに新たな「感

動」を共有していきたいと考えています。 

 

　中期経営計画では、２００７年１２月期までに連結

売上高を１兆４,５００億円とすることを目標としてい

ます。２００６年は、ガソリン価格の高騰や原材料高

騰による大幅なコストアップなど、楽観できない 

経営環境が続くことが考えられますが、連結売上

高１兆４，５００億円、連結営業利益１，１５０億円をめざ

しています。 

 

 

　ヤマハ発動機グループは､株主の皆さまの利益向上を経営

の重要課題と位置付け､グローバルな視点から世界各地で事

業を展開し､企業価値の向上に努めています。 

　利益配分については､配当性向を尺度として連結業績に応

じた配当を実施することを基本方針とし､新たな成長のため

の投資による企業価値の向上と合わせて､株主の皆さまのご

期待に応えていきたいと考えています。 

　なお､配当実績と株主構成比率の推移については以下の

通りです。 

 

　ヤマハ発動機グループの２００５年１２月期の売上高は､二輪

車､船外機､自動車用エンジンの販売が好調に推移し､過去最

高の１兆３，７５２億円となりました。 

　国内市場では､大型スクーターと自動車エンジンの販売が

好調に推移しました。海外市場では､インドネシアやタイなど

のアジア地域において４サイクル小型二輪車の販売が好調に

推移し､また米国や中南米での二輪車､欧州などでの船外機

の販売も好調でした。 

＜各事業区分の属する主要な製品の名称＞ 

■二輪車 ： 二輪車､海外生産部品 

■マ リ ン ： 船外機､ウォータービークル､ボート､プール､漁船・和船､ 

　　　　　ディーゼルエンジン 

■特　機 ： 四輪バギー車､サイド・バイ・サイド・ビークル､スノーモビル､ 

　　　　　ゴルフカー､発電機､除雪機、汎用エンジン 

■その他 ： サーフェスマウンター､産業用ロボット､自動車用エンジン､ 

　　　　　自動車用コンポーネント､電動ハイブリッド自転車、 

　　　　　産業用無人ヘリコプター､車椅子用電動補助ユニット、等 

ヤマハ発動機の利益還元方針 

※２００６年２月７日に発表した計画 ※１ ： 記念配当も含む配当性向 
※２ : ２００６年２月７日に発表した計画 

● 連結売上高 ● 連結営業利益と利益率 

２００５年 
１２月期 

２００６年 
１２月期 

２００７年 
１２月期 

１４，５００ 

１３，４００ 

１４，５００ 
１６，０００ 

１４，０００ 

１２，０００ １，２００ 

１，０００ 

８００ 

売上高 
（億円） 

営業利益 
（億円） 

利益率 

実
績
実
績 

中
期
計
画 

今
期
計
画
※ 

中
期
計
画 

２００５年 
１２月期 

２００６年 
１２月期 

２００７年 
１２月期 

１，０３３ 

(１０７/１３６）  (１０５/１２８）(１１２/１３６）    (１０５/１２８） 
（米ドル/ユーロ） 

１，１５０ 
１，０５０ 

実
績
実
績 

 

今
期
計
画
※ 

中
期
計
画 

中
期
計
画 

７％ 

８％ 

１３，７５２ 

８．３％ 

７．９％ 
７．８％ 

７．５％ 

● 売上高･営業利益･純利益の推移（連結） 

売上高 
（億円） 

売上高 

１４，０００ 

１２，０００ 

１０，０００ 

８，０００ 

６，０００ 

４，０００ 

２，０００ 

２００４年３月期 ※２００４年１２月期 ２００５年１２月期 

 
１，２００ 

１，０００ 

８００ 

６００ 

４００ 

２００ 

１０，２０３ 

７３１ 

 

４０１ 

 

１０，１２０　 

７０１ 

 

３８２ 

 

１３，７５２ 
 

６４０ 

 

営業利益 
当期純利益 
（億円） 

１，０３３ 

● 事業セグメント別売上高（連結）　 

１２，０００ 

１０，０００ 

８，０００ 

６，０００ 

４，０００ 

２，０００ 

売上高 
（億円） 

その他事業 

特機事業 

マリン事業 

二輪車事業 

２００４年 
３月期 

※２００４年 
１２月期 

２００５年 
１２月期 

１０，２０３ 

９２８ 

１，８１５ 

２，１００ 

５，３５９ 

１０，１２０ 

９００ 

１，６３２ 

１，７７９ 

５，８０８ 

１３，７５２ 

１，３８５ 

２，２７２ 

２，４９８ 

７，５９８ 

※２００４年１２月期は、決算期変更のため変則９ヵ月決算 

● 地域別売上高（連結）　 
売上高 
（億円） 

１２，０００ 

１０，０００ 

８，０００ 

６，０００ 

４，０００ 

２，０００ 

２００４年３月期 ※２００４年１２月期 ２００５年１２月期 

１０，２０３ 
９０２ 

１，９１９ 

２，３７１ 

３，４７３ 

１，５３８ 

１０，１２０ 
８３９ 

２，５０１ 

２，８２０ 

２，７９０ 

１，１６９ 

１３，７５２ 

１，２８１ 

３，２９０ 

２，９８１ 

４，３６２ 

１，８３９ 

 

その他 

アジア 

欧州 

北米 

日本 

● 株主構成比率推移 

３０ 

２０ 

１０ 

０ 

２００ 

１００ 

● 配当実績推移 

２００４年３月期 

１４６ 

１２ 
１３６ １４ 

２２４ ２２８ ２８ 

５ 

２３ 

１０．３％ 
１０．３％ ８．２％ 

１２．５％※１ 

１３．２％ 

３０ １００％ 

２００４年１２月期 ２００５年１２月期 ２００６年１２月期 
     （計画）※２ 

EPS

普通配当性向 

EPS（円） 配当（円） 配当 記念配当 

２００４年３月末 ２００４年１２月末 ２００５年１２月末 

２３ 

８ 

３１ 

 

３７ 

２７ 

９ 

３０ 

 

３３ 

３０ 

８ 

３０ 

 

３１ 

外国人 

個人その他 

その他の法人 

証券会社 

金融機関 

０ １ 
２ 

１，２００ 

ヤマハ発動機グループの中期経営計画 ヤマハ発動機グループの経営状況（連結） 

２４ ２３ 



循環型社会をめざした地球環境との共存 

　　　　　　　　  環境分野の活動報告 

倫理的側面 

Ethical 
 

経済的側面 

Economic

社会的側面 

Social

環境的側面 

Environmental 

ヤマハ発動機グループは､国内外のグループ会社のみならず､  

サプライヤーやお客さま､さらに事業所近隣の皆さまに広がる、 

｢点｣から｢面｣に向けた環境活動の推進で｢持続可能な発展｣を 

めざす企業活動に力を尽くしています。 

ヤマハ発動機 
グループの 
CSR

２６ ２５ 



環境経営の考え方　 
 
 

　ヤマハ発動機では､従来より環境活動を経営の重要課題の

ひとつとして位置付け、２００２年度に制定した「ヤマハ発動機

グループ地球環境方針」のもと､国や地域を越えて環境活動

への取組みを積極的に推進してきました。 

　グループ各社では、環境推進体制が構築されさまざまな環

境活動がマネジメントされています。２００５年度は国内５４拠点、

海外７８拠点（計１３２拠点）が､それぞれの地域特性を考慮し

ながら､グローバルな視点で環境活動を推進しました。 

　グループとして達成すべき環境計画として「ヤマハ発動機

グループ環境計画２０１０」を設定し､早期達成をめざして推進

しています。 　 

　２００６年度から「自然環境課題」のひとつである「資源保護」

の重点取組みテーマに「水使用量の低減」を追加し､以前か

ら実施してきた使用量の把握や各国各地域での継続的な低

減をグループの共通課題として位置付けました。 

ヤマハ発動機グループは､かけがえのない地球の美しい自然を未来に引き継ぐために､地球とともに生きていること 
を自覚し､限りある資源を大切にし､幅広く社会との連帯･協力を図り､あらゆる活動の場でチャレンジし続けます。 基本方針 

 

事業活動に 
おいては 
 

商品づくり 
では 
 
業務を展開する 
場面では 
 

取組み姿勢 
としては 

幅広い環境活動を推進するために､関連会社やサプライヤーとの協力はもとより､事業に関わるさ
まざまな組織･人々とともに､企画･研究･開発から生産･販売･サービスに至る循環型の事業活動構
築に向けて､あらゆる可能性に挑戦します。 

環境負荷の少ない商品を提供し続けるために､ライフサイクル全体を通した環境負荷の最小化と
環境保全に向けた企画･開発を進め､自然との調和をめざします。 

製造を始めとした事業活動の場､および､この基盤となる地域社会の環境保全のために､業務プロ
セスの最適化を図ります。また､働く人々の健康と安全な職場づくりを推進し､あらゆる活動で環
境負荷の最小化をめざします。 

健康と安全そして環境を重視する企業文化の醸成のために､教育･啓発活動と環境改善活動を継
続して実践します。また､環境改善活動を効果的に展開するために､社会の幅広い組織･人々のコ
ミュニケーションを通して連携･協力を図ります。 

ヤマハ発動機グループ 地球環境方針 

行動指針 

「人と自然の調和をめざして」 スローガン 

　　　   自然環境課題 

「温室効果ガス」と「気候変動」 

「有害物質」と「健康･安全」 

「廃棄物」と「資源保護」 

環境活動を保証する仕組み 

環境取組み姿勢 

地域との共生 

情報の公開 

　　　  グループの重点取組み 

「燃費向上」「省エネ」 

「排出ガス低減」 
「環境負荷物質の管理と低減」 

「３Ｅ」で「３Ｒ」を 
　３Ｅ：作りやすく､直しやすく､分解しやすく 
　３Ｒ：リデュース､リユース､リサイクル 
水使用量の低減 

グループ全体の環境管理システムの 
構築・運営 

継続的な環境教育による意識改革 

感覚環境（臭気、騒音など）の改善 
地域とのコミュニケーション 

環境を切り口とした積極的な情報発信 

 

　　　　　   ２０１０年目標 

ＣＯ２原単位削減３０％※　　　 
（１９９０年度を基本とし、拠点ごとに目標を設定） 

自主規制値クリア 
有害物質：ゼロ 

製品･工場：リサイクル１００％ 
「ロングライフ」の達成 

グループ全体の運営とローカルな活動と 
の連携を取る 

グループ全員が高い目標意識で環境取 
組みを積極的に行う 

企業市民として地域から信頼され､敬愛 
を受ける 

環境先進企業として社会から高い評価を 
受ける 

※CO2原単位：製品は１台あたりの燃費、その他は売上高に対するエネルギー使用量を示す 

 

「環境対応商品」進化･拡大 
電動コミューター：ＥＣ-０２販売 
燃料電池車：ＦＣ-ｍｅリース導入 

１． 製品燃費の向上 
　 １９９０年度比２０％向上 
２． 製造段階におけるＣＯ２削減 
　 YMC※１排出量１９９０年度比３％削減 
　 グループ排出量売上高あたり２００４年度比１.５％削減 
３． 物流におけるＣＯ２削減 
　 YMC省エネ法対応準備 
４． 通勤におけるＣＯ２削減 
　 エコ通勤参加率５０%   
１． 製品の排出ガス低減 
　 規制前倒し対応 
２． 生産におけるVOC削減 
　 YMC＋グループ２社※２平均排出量１９８ｇ/m２以下 
３． グリーン調達の推進 

　 環境負荷物質の削減：カドミウム､鉛､６価クロム 
 
１． 製品リサイクル可能率向上 

　 リサイクル可能率９５％向上 
 
２． 製造段階における廃棄物削減 
　 YMC間接埋立１５ｔ以下 
　 グループ目標を設定 
３． 製品のリサイクル推進 
　 二輪車リサイクル運用 
　 FRP船リサイクル始動 
４． 物流における梱包材削減 
　 １９９０年度比６０％削減 
  

各製品群ごとに２４～４８％向上　　 
 
１９９０年度比６.７％削減　　　　　　　　 
売上高あたり２００４年度比１３．４%削減（環境連結４８社）　 
 
物流省エネ推進体制の構築 
 
エコ通勤参加率６８％　　　　　　　 
 
規制前倒し進展 
 
平均排出量１９２ｇ/m２　　　　　　　　 
 
カドミウム､鉛に目途 
６価クロム（白/黄）の切替進展 
 
船外機９４％、電動ハイブリッド自転車８５．６％ 
その他､製品９５％以上 
 
間接埋立０t 
３社※３で２００６年度直接埋立ゼロの目標設定 
 
２００４年１０月から２００５年３月までの実効率８５．１％を確認　 
１１月より地域限定（瀬戸内海）で運用を開始 
 
１９９０年度比６２％削減 

製品燃費のさらなる向上 
 
ＣＯ２のさらなる削減 
売上高あたり２００５年度比１.５％削減 
 
エネルギー使用量の把握 
 
エコ通勤参加率のさらなる向上　　　　　　 
 
規制前倒し対応維持 
 
平均排出量１８７ｇ/m２以下 
 

６価クロムの対策推進 
 
 

リサイクル可能率１００％の追求 
 
 
間接埋立０t継続 
３社で直接埋立ゼロの達成 
 
実効率の向上                        　 
運用システムの認知拡大   
 
継続推進 
        
 

◎ 
 
◎ 
◎ 
 
◎ 
 
◎ 
 
◎ 
 
◎ 
 

◎ 
 
 

○
 

 
 
◎ 
◎
  

◎ 
◎ 
 
◎ 

３５ 

 
３３-３４ 
 

３６ 
 

４１-４２ 
 
３８ 
 
３８ 
 
 ３７
  
 
３９ 
 

３９
 
 
- 

-  
３９-４０ 

-

「環境対応商品」進化･拡大の継続 

温
室
効
果
ガ
ス 

廃
棄
物 

有
害
物
質 

◎ ３５、３６ 

関連頁 達成 
度合 

達成 
度合 

２００５年度目標 ２００５年度実績 
 

２００６年度目標 
 

２００５年度目標 ２００５年度実績 
 

２００６年度目標 
 

関連頁 

１． YMC全社ISO１４００１統合システム 
　 内部監査の質向上 
２． グループ各社：EMS※４ 導入 
　 アセアン､ISO１４００１取得完了 
　 YMDB（ブラジル）※５ ､ ISO１４００１取得完了 
３． グローバル環境情報ネットワークシステム 
　 システムの運用開始 
４． サプライヤーEMS構築支援 
　 EMS構築支援完了 

６～７月を内部監査月間とし、内部監査員への集中教育を実施 
 
アセアン１１拠点中８拠点取得 
YMDB（ブラジル）取得　　 
 
１０月より正式に運用開始　　　　　 
 
EMS構築率７３％達成　　　　　　　　　 
 

YMC内部監査員の増強 
 

中国拠点での着手 
 
 
環境連結全拠点で運用 
 
EMS構築完了 

 
◎ 
 

△  
 
◎ 
 
△ 

 
２９-３０ 

 
２９-４６ 

 
３０ 
 
３７ 

達成 
度合 ２００５年度目標 ２００５年度実績 ２００６年度目標 関連頁 

環境配慮のスルーな事業展開で､「ライフサイクルを考慮した製品とサービス」を提供する めざす姿 

テーマ 

 

課題 

 

仕組み 

 

姿勢 

● 「めざす姿」に対しては､下記の「ライフサイクルを考慮した製品とサービス」を提供しました。 
 

● 「自然環境課題」に対しては､下記のグループの重点取組みを推進しました。 
 

● 「環境活動を保証する仕組み」に対しては､下記のグループ全体の環境管理システムを構築しました。 

ヤマハ発動機グループ 環境計画２０１０ 

子供向けパンフレット「地球いいこと」作成　 
CCSアカデミー継続実施 
エコ通勤普及活動実施（レンタルパッソル､リターン 
ライダースクール､商品購入キャッシュバックなど） 
エコ通勤集計実施 
 

ヤマハグループ構成員の５５%参加 
 
 
｢第６回環境展｣をエコライフテーマで開催 
｢しずおか環境・森林フェア｣に出展　　　　　　 
 
環境製品EC-０２がグッドデザイン金賞受賞 
東京モーターショーに燃料電池車、電動スクーターを出品 
東京ボートショーでFOAMAP技術紹介 
 

従業員向けにイントラネットを活用した環境教育導入 
ＣＣＳアカデミー継続実施　 
 
環境大会、表彰制度導入 
 
 
ヤマハグループ構成員の７５%参加 
各社での取組みを共通テーマのもとで推進 
　　　 
従業員、地域とのコミニュケーションを 
目的としたイベント開催　　　　　　　　 
 

環境アウトプットを必ず表現する 
 
省エネ情報の提供促進 

◎ 
 

 ◎ 
 
 

◎  
 

◎
 

 
 
 
◎ 
 
 
 
 
 

-
  
 
４１ 
 
 
６０ 
 
 
- 
 
 
 

０５-１０
 

  
 
 

環
境
取
組
み
姿
勢 

 

情
報
の
公
開 

 

地
域
と
の 

共
　
　
生 

 

達成 
度合 ２００５年度目標 ２００５年度実績 

 
２００６年度目標 

 
関連頁 

● 「姿勢」に対しては､下記の３つのジャンルで大きな成果をあげました。 
 

１． 環境意識教育 
　 平易なパンフレット作成 
　 CCSアカデミーで環境プログラム継続実施 
 
２． 環境意識の高揚　  
 
１． ４万人のV作戦グローバル展開 

　 ヤマハグループ構成員の５０%参加（延べ人数） 
 
１． 展示会､イベント 

　 エコライフを中心とした新たなシリーズで展開 
 
２． 環境商品・技術アピール  
　  
　 環境アウトプットを必ず表現する 

 
 

（注）２００５年度目標に対して１００％以上達成=◎、８０％以上＝○、６０％以上＝△、６０％未満＝×。定性目標は「達成」もしくは「進展」であれば◎、「継続推進」であれば○、「維持・停滞」の場合は△、「未達成」または「未実施」であれば×。 

※１：ヤマハ発動機、※２：ヤマハマリン＆ヤマハモーターパワープロダクツ､※３：ヤマハマリン＆ヤマハモーターパワープロダクツ＆モリック、※４：環境マネジメントシステム　、※５：YMDB＝Yamaha Motor do Brasil Ltda. 

 

● シンボルマーク 

環境活動の方針 環境目標と実績　 

環境活動の取組みプラン 

２８ ２７ 



＜米州＞ 
●ＹＭＭＣ・ＹＧＣ（米国） ： ２００１年３月 
 

＜欧州＞ 
●ＭＢＫ（フランス） ： ２００２年６月 
●ＹＭＥＳ（スペイン） ： ２００２年６月 
 

＜アジア＞ 
●ＭＯＲＩＣ ＴＡＩＷＡＮ（台湾）： １９９８年  ５月 
●ＹＭＴ・ＹＭＲＴ（台湾）　　 ： １９９８年１０月 
●ＩＣＣ（タイ）　　　　　　　： ２００４年  ２月 
●ＹＭＡＣ（タイ）　　　　　  ： ２００４年  ８月 

  
●ＹＭＡＰ（シンガポール） ： ２００４年１０月 
●ＹＭＶＮ（ベトナム）　　 ： ２００４年１２月 
●ＨＹＭＭ（マレーシア）　： ２００５年１０月 
●ＹＰＭＩ（インドネシア）　： ２００５年１１月 

※MBK=MBK Industrie 
　YMES=Yamaha Motor Espana S.A. 
　MORIC TAIWAN=MORIC TAIWAN Co.,Ltd. 
　YMT=Yamaha Motor Taiwan Co.,Ltd. 
　YMRT=Yamaha Motor R&D Taiwan Co.,Ltd.

　ICC=International Casting Co.,Ltd. 
　YMAC=Yamaha Motor Asian Center Co.,Ltd. 
　YMAP=Yamaha Motor Asia Pte.Ltd. 
　YMVN=Yamaha Motor Vietnam Co.,Ltd. 
　HYMM= Hicom Yamaha Manufacturing Malaysia Sdn.Bhd. 
 

　YPMI= PT.Yamaha Motor Parts Manufacturing Indonesia 
　YMMC= Yamaha Motor Manufacturing Corporation of America 
　YGC= Yamaha Golf-Car Company 
　YMDA= Yamaha Motor da Amazonia Ltda. 
　YMCDA= Yamaha Motor Componentes da Amazonia Ltda.

●ヤマハ発動機 ： ２００４年１１月 
●ヤマハモーターソリューション ： ２００４年１１月 
●ヤマハ発動機マネジメントサービス ： ２００４年１１月 
●ヤマハ発動機販売 ： ２００４年１１月 
●エルムデザイン ： ２００４年１１月 
●メルコ ： ２００４年１１月 
●ワイズギア ： ２００４年１１月 
●ヤマハスカイテック ： ２００４年１１月 
 

●ヤマハマリン ： ２０００年  ３月 
●ワイ・イー・シー ： ２００１年  ４月  
●ヤマハモーターパワープロダクツ ： ２００１年  ５月 
●ヤマキ船舶化工 ： ２００１年  ５月 
●モリック ： ２００１年１２月 
●サクラ工業 ： ２００２年  ８月 
●ワイエス ： ２００４年１１月 
●三笠運輸 ： ２００２年１２月 
 

●ファインキャテック ： ２００３年  ５月 
●浜北工業 ： ２００３年  ７月 
●東洋精器 ： ２００３年  ７月 
●ベスク ： ２００４年  ３月 
●ヤマハ熊本プロダクツ ： ２００４年  ７月 
●サンワード ： ２００４年  ８月 
●ヤマハ天草製造 ： ２００５年  ６月 
 
 

＜南米＞ 
●ＹＭＤＡ（ブラジル）   ： ２００４年１２月 
●ＹＭCＤＡ（ブラジル） ： ２００５年１２月 
 

＜日本＞ 
 

ローカルスタッフへの説明を行い、 
継続的運用と環境保全の改善を依頼 
（インドネシア） 
 

INPUT情報により、活動状況が簡単に把握できる。また他拠点の情報も同様の書式にて閲覧可能となっている 

ヤマハ発動機 
代表取締役社長 

CSR監査ユニット 

CSR統合会議 

ヤマハ発動機グループ 
環境委員会 ヤマハ発動機グループ 

環境企画推進部会 

製造環境分科会 
開発・製品環境分科会 
調達環境分科会 
流通環境分科会 
エコライフ分科会 

日本ブロック 
米州ブロック 
欧州ブロック 
東南・西アジアブロック 
その他 

全社環境統括責任者 
ヤマハ発動機 代表取締役専務 

内部監査委員会 

全社環境ISO委員会 

全社環境統括責任者 
ヤマハ発動機 取締役 

環境マネジメント 
全社事務局 

サイト環境統括責任者（４名） 

● ヤマハ発動機グループのISO１４００１認証取得状況 

苦情の種類 

マナー 

臭気 

騒音 

ほこり 

合計件数 

　 １             ４ 

　 １             ２ 

　 ２             ３ 

　 ０             １ 

 ４（５※）        １０ 

２００ 
 

１６０ 
 

１２０ 
 

８０ 
 

４０ 
 
０ 

※２００６年４月１日現在 

※２００６年４月１日現在 

２００４年度 ２００５年度   不適合項目 

法的要求事項 

システム 

その他 

合計件数 

　 １２           １４ 

　 １９           １８ 

　  ４            ５ 

３５（４７※）      ３７ 

２００４年度 ２００５年度 
指

摘

件

数

 

２００３年度　    ２００４年度      ２００５年度 
※２００４年１-１２月の１２ヵ月換算数値 

環境マネジメント 

　ヤマハ発動機グループでは､「ヤマハ発動機グループ環境

委員会」を国内外の環境活動に関わる上位の組織として位

置付け､グループ全体の環境活動の取組みの方向性を決定

しています。 

　ここで定められた方針や目標は､定期的な見直しを行いな

がら､傘下の企画組織であるヤマハ発動機グループ環境企画

推進部会や分科会などで検討を行い､世界をブロックに分け

て組織化した運用実行組織が活動を推進しています。 

　２００５年度は､地球温暖化などの課題、燃費目標値の見直し

や製品・サービスの環境配慮について討議が行われました。 

　連結環境経営を実践するために､ヤマハ発動機グループは

環境保全活動をグローバルに展開しています。これらの活動

の実効性を担保するために､環境マネジメントシステムISO 

１４００１を国内外で導入し､各国環境法の順守､環境リスク低

減およびヤマハ発動機グループのグリーン調達の推進を図

るとともに､目的・目標を定め継続的な改善に努めてきました。 

　さらに､グループ企業の事業規模と環境負荷を勘案し､高い

レベルの目標に対して取組みを行う環境連結５１社を選定して､

メリハリのある活動を展開しています。 

　２００５年度末時点で､環境連結企業の内､国内１５社､海外１２

社の合計２７社が環境マネジメントシステムISO１４００１の認証

取得を完了しています。 

　ヤマハ発動機グループは､一層の環境保全活動をグループ

で実践するため､企業間の環境情報共有と環境情報をベー

スにした相互研鑽を「グローバル環境情報ネットワークシス

テム（G-YECOS：グローバルエコス）」によって推進し､効率

的かつ効果的な連結環境経営を実現しています。 

　２００５年１０月に運用開始したＧ－ＹＥＣＯＳのコンテンツと

しては､環境掲示板､活動データ収集､ナレッジデータベース､

環境リスクモニタリング､環境マネジメント運用情報および 

建設・施設情報としてユーティリティスタンダードを準備し､ 

グローバルに利用できる情報を掲載しています。 

　また､不適合情報もグローバルに共有することで課題の透

明性を確保しつつ、是正内容を水平展開できるシステムとし

て運用しています。 

　さらに､それぞれの環境連結拠点が年２回自主的に環境リ

スクモニタリングを実施し､環境リスクの経年変化を捉えて

レベルアップを把握できる仕組みも導入しています。 

　Ｇ－ＹＥＣＯＳについては､２００５年１２月にシステム展開の第

一段階として､アセアン環境連結５社のローカルスタッフに説

明会を実施しました。今後､ブロック毎に説明会を開催し､環

境連結５１社が同じ解釈､尺度により環境マネジメントシステ

ムを運用することで､環境情報の共有化と相互研鑽を実現し､

グローバルに環境保全を図っていきます。 

 

　全ての環境連結拠点において同じ尺度と解釈で環境マ

ネジメントシステムを運用していることを担保するため、

「グループ環境内部監査委員会」を設置しています。 

　同委員会による内部監査員研修会の開催や企業間の環境

監査を実施することで、グループ企業が歩調をあわせながら

環境マネジメントシステムを運用し、グループ共通の環境課

題を掲げ、相互に研鑽し合いながら環境経営の強化を図って

います。 

■環境不適合，苦情 

　内部監査や外部審査以外に、環境不適合や苦情について、

その減少をめざし活動しています。不適合については減少の

傾向にありますが、苦情は約２倍に増加しました。 

　特に、近隣の住民の皆さまからの従業員に対するマナー改

善要望が多く寄せられました。この問題に対する対応策として、

従業員教育を徹底し、再発防止を図っています。 

● ヤマハ発動機グループのISO１４００１統合認証組織 

 

● 苦情の種類と不適合項目 ● 内部監査指摘件数 

※ ２００４年度の内部監査は統合認証前であるが、統合システムで実施 
合計 参考 

 
観察事項 軽微な不適合 

● システム３大機能 

是正 
処置 
履歴 
 

共有 

自覚／アドレス 

ユーザー 
リスト 

・改善 
・教本 

ナレッジ 
（ノウハウ） 

・訓練 
・教育 
・予防 

環境 
レベル 
診断 

モニタリング 
 

モニタ 
リング 
 

活動 
 

活動 
データ 状況 

把握 OUTPUT

INPUT

　新しい統合システムでは、指摘事項の種類を従来の「重大な

不適合」「軽微な不適合」「参考」の３種類に、「観察事項」を追加

しました。現在不適合ではない場合でも、将来不適合になる可

能性があると思われる項目を「観察事項」として追加し、改善を

必須としたことで、より多くの改善につながる仕組みとしました。 

　その結果、統合前の２００３年度には７７件だった指摘件数が、

統合後の２００５年度には１８５件と、２．４倍に増加しました。指摘事

項に対しては、それぞれ対

応を実施しています。詳

細情報については、「資料

編」をご参照ください。 

 

環境経営を推進する体制 グローバル環境情報ネットワークシステム 

グループ環境内部監査委員会 

ヤマハ発動機内部監査 

環境マネジメントシステム 

● ヤマハ発動機グループの環境マネジメント組織 

３０ ２９ 



■総物質投入量＝１７８，９１０t 
■水資源投入量＝１，９０７，５６２m３ 
■総エネルギー投入量＝９５４，６２４GJ 
　･電力（外部購入）＝１９８，５７１千kWh 
　・電力（自家発電）＝７８千kWh 
　・化石燃料＝１６，９１７KL

 
■PRTR（移動量）＝３８t 
■排出物＝２８，７９０t（排出物総量） 
　・有価物総量＝１１，４９５t 
　・廃棄物総量＝１７，２９５t

 

ヤマハ発動機９サイト 

 

■排水量＝１，６１５，２６７m３　 
■PRTR（排出量）＝１t　　 

INPUT OUTPUT

水域への排出 
 

大気への放出 
 

■PRTR（排出量）＝２４７t　 
■CO２排出量＝１０５，４８７t

● ２００５年度における環境対応コストと経済効果 

公害防止コスト 

地球環境保全コスト 

資源循環コスト 

　小　　計 

上流・下流コスト 

管理活動コスト 

研究開発コスト 

社会活動コスト 

循環損傷対応コスト 

　合　　計 

 

排水処理凝集沈殿槽 
排ガス分析装置 
ウォールスルーエアコン更新 
太陽光発電設置 
工場廃液の消石灰処理化 
ブレーキ液充墳装置導入 
 
 
 
 

中継槽流量計設置など 
 

先行研究開発設備など 
 
 
 
土壌汚染対策 

  

９９ 

９８１ 

１７ 

１,０９７ 

０ 

８ 

４４ 

４ 

１５ 

１,１６８ 

合計 
設備投資 経　　費 経済効果 

内　　容 内　　容 
分　　類 

● ２００２～２００５年度における経済効果 

公害防止コスト 

地球環境保全コスト 

資源循環コスト 

　小　　計 

上流・下流コスト 

管理活動コスト 

研究開発コスト 

社会活動コスト 

環境損傷対応コスト 

　合　　計 

 

年度内 

 

次年度 

 

年度内 

 

次年度 

 

年度内 

 

次年度 

 

年度内 

 

次年度 

 事
業
エ
リ
ア
内 

事
業
エ
リ
ア
内 

９ 

６４ 

３４ 

１０７ 

４４ 

０ 

０ 

０ 

０ 

１５１ 

３１ 

１１９ 

４６ 

１９６ 

７５ 

０ 

０ 

０ 

０ 

２７１ 

６ 

８２ 

１９ 

１０７ 

３７ 

１ 

０ 

０ 

０ 

１４５ 

１０ 

２１０ 

２９ 

２４９ 

２７９ 

２ 

０ 

０ 

０ 

５３０ 

５ 

３３ 

９ 

４７ 

２５４ 

０ 

０ 

０ 

０ 

３０１ 

８ 

１０４ 

１０ 

１２２ 

２７８ 

０ 

０ 

０ 

０ 

４００ 

１ 

６８ 

３０ 

９８ 

６２ 

０ 

０ 

０ 

０ 

１６１ 

１ 

１２３ 

３３ 

１５７ 

３３２ 

０ 

０ 

０ 

０ 

４８９ 

２００２年度 分　　類 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 

経済効果 

● ２００２～２００５年度における投入コスト比較 

設備投資  

経 費  

合 計 　  

７６１ 

３，９３０ 

４，６９１ 

１，１８２ 

４，３７７ 

５，５５９ 

６８９ 

３，６１８ 

４，３０７ 

１，１６８ 

７，２９３ 

８，４６１ 

２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

（単位：百万円） 

● ２００２～２００５年度における環境保全効果について 

電力削減  

油類削減  

廃棄物削減 

CO2削減 

（千kWh） 

（ｔ） 

（ｔ） 

（ｔ‐CO２） 

 

年度内 

 

次年度 

 

年度内 

 

次年度 

 

年度内 

 

次年度 

 

年度内 

 

次年度 

 ３.２３８ 

４６６ 

４６６ 

２,５３１ 

３.２３８ 

４６６ 

４６６ 

２,５３１ 

５，１１９ 

１３８ 

４９４ 

２,６４１ 

１０.７７４ 

５１９ 

５２３ 

６,６３７ 

１，８５０ 

１０８ 

４３３ 

３,０５０ 

５.５４２ 

２４６ 

７４２ 

５,６６０ 

３，５０８ 

２６５ 

８０１ 

７,１９１ 

６.８４９ 

６８９ 

８６７ 

１０,８３５ 

２００２年度 分　　類 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 

（単位：百万円） 

環境保全効果 

排水処理管理 
大気/騒音/脱臭処理管理 
LNG転換 
省エネルギー管理 
廃棄物処理 
メッキ廃液処理＆再生 
 
 
輸送用リターナブルパレット 
再生紙購入 
ISO１４００１運用、環境情報システム 
開発、環境コミュニケーション 
環境先行研究開発の人件費など 
VOC・６価クロム対策研究 
４万人のV作戦 
緑化・植林活動 
土壌対策用涵水設備 
地下水浄化装置維持管理 

  

１６９ 

４３ 

４６７ 

６７９ 

１３５ 

４４１ 

５,９２５ 

４５ 

６９ 

７,２９３ 

  

２６９ 

１,０２３ 

４８４ 

１,７７６ 

１３５ 

４４９ 

５,９６８ 

４９ 

８４ 

８,４６１ 

水槽内汚泥作業効率化 
 
太陽光発電、燃料転換 
インバーター化 
熱可塑性樹脂の販売 
工場廃液の消石灰処理化など 
 
 
リターナブル化による 
梱包費削減 

２００５ 
年度 
 

２００５ 
年度 
 

２００５ 
年度 
 

  

１ 

６８ 

３０ 

９８ 

６２ 

０ 

０ 

０ 

０ 

１６１ 

  

１ 

１２３ 

３３ 

１５７ 

３３２ 

０ 

０ 

０ 

０ 

４８９ 

効果内容 
２００６ 
年度 

１９９０年度 ２０００年度 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 

CO2指数　　　 廃棄物指数 

環境効率 =
売 上 高  
環境負荷 

環境経営のコスト 
 

■環境保全の物量数値について 

１．電力量 

　２００５年度にさまざまな省エネルギー対策を実施した結果、

削減した電力量は３，５０８千kWhとなり、２００６年度の年間総効

果は６，８４９千ｋＷｈと予測しています。これは、太陽光発電、各

種インバーター化、設備新設による効率化、工程改善による

電力ロスの削減などによるものです。 

２．油類 

　油類については、２６５tの削減となり、２００６年度に予測され

る年間総効果は６８９tです。これは、溶解炉の燃料転換が大き

く寄与しています。 

３．廃棄物 

　廃棄物については８０１tの削減となり、例年に比べ大きな削減

量となりました。２００６年度に予測される年間総効果は８６７tです。

これは、２００４年度からの樹脂リサイクルの推進や輸送用リターナ

ブルパレットの投入による梱包廃材の削減効果によるものです。 

４．二酸化炭素（ＣＯ２） 

　さまざまな省エネルギー対策を実施した成果として、ＣＯ２

の削減量は７，１９１ｔ-CO２となり、２００６年度に予測される年間総

効果は１０，８３５ｔ-CO２です。これは「CSRリポート２００５」にお

いて予想した２００５年度の年間総効果の約２倍にあたる削減

量です。省エネルギー対策の主なものとして、ＬＮＧへの燃

料転換、空調のインバーター化、太陽光発電、新設備への更

新（小型化・効率化）などがあげられます。 

■今後の課題 

　今後の中期的課題として、環境対応コストのグローバルな

把握と分析、そして活用を進めていきます。 

 

■環境効率について　 

　ヤマハ発動機では、CO２排出量の削減（P３４）や廃棄物発

生量の削減（P３９）を推進しています。 

　「環境効率」は、環境負荷単位あたりの事業活動量を指し、

技術の向上や経営効率の向上を通じた環境負荷の低減をめ

ざすための指標です。当社では、事業活動量として売上高を

適用し、環境負荷としてCO２排出量と廃棄物発生量を用い、

環境効率をフォローしています。 

　２００５年度のCO２指数は１９９０年度と比較し６７％、廃棄物指

数は１１３％向上しました。 

　ヤマハ発動機では、環境省「環境会計ガイドライン」を参考

に、環境会計手法を導入し、２００１年度から環境対応コストを

算出してきました。企業の活動に伴う費用には複数の目的・

狙いが内在しているため、環境を切り口にして一定基準により、

環境対応分と判断できるものを按分法によって環境関連費

用として算出しています。 

　・対象範囲はヤマハ発動機単独のものです。 

　・研究開発コストは、販売前提の製品開発は含みません。 

　・効果の算出に際しては、｢リスク回避｣｢企業イメージ向上」 

　  などのみなし効果については考慮していません。 

環境対応コストおよび経済効果算出の基本的な考え方 
 

　環境対応コストは、設備投資と経費を合わせて８５億円弱と

なり、２００３年度や２００４年度（９ヵ月決算を年間ベースに概算

した数値）に対し約５０％の増加となりました。これは研究開発

コストとして、燃料電池、電動車、ハイブリッド車、低燃費エンジン、

排出ガス低減などの先行開発経費と、工場を中心としたＣＯ２

削減・省エネルギー投資の大幅な増加によるものです。環境

保全に伴う経済効果は、過去２年間とほぼ同等です。 

● 環境効率の推移（１９９０年度を１００として） 

　ヤマハ発動機の国内サ

イト（本社・天竜・浜北・中瀬・

早出・森町・袋井・豊岡・新居）

９つの生産拠点合計での

２００５年度の「インプット」

と「アウトプット」を示して

います。 

２００５年度集計結果　 

● CO２削減量の推移（次年度に予測される効果） 

（t-CO２） 

２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 

１２，０００ 

１０，０００ 

８，０００ 

６，０００ 

４，０００ 

２，０００ 

０ 

２，５３１ 

６，６３７ 
５，６６０ 

１０，８３５ 

● 予測された経済効果の推移 

（億円） 

２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 

６．０ 

５．０ 

４．０ 

３．０ 

２．０ 

１．０ 

０．０ 

５．３ 

４．０ 
４．９ 

● 設備投資および経費の推移 

設備投資 （億円） 

２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 

１００ 
 

８０ 
 

６０ 
 

４０ 
 

２０ 
 
０ 

４７ 

経費 

５６ 
４３ 

８５ 

３９ 

８ 

４４ 

１２ 

３６ 

７ 

７３ 

１２ 

２．７ 

事業活動と環境負荷　 

２５０ 

２００ 

１５０ 

１００ 

５０ 

０ 

３２ ３１ 



温室効果ガス削減の取組み 

　地球温暖化が懸念される中､２００２年度に制定した「ヤマハ

発動機グループ環境計画２０１０」の中で温室効果ガスの削減

に向けた高い目標を設定し､その早期達成に向けて取組みを

行ってきました。 

　グループ共通の２０１０年目標は「ＣＯ２削減３０％（原単位､

１９９０年度比）」としていますが､ライフサイクル全体を考慮し､

各分野別に自主的な目標を設定しています。 

●工場やオフィスでのCO２原単位１.５％削減（前年度比） 

●製品燃費３０％向上　 

●EV（電動ビークル）事業の推進 

●エコ通勤の浸透　 

　ヤマハ発動機では､上記に加え、製造部門でのCO２総量

１０％削減にも取組んでいます。 

　２００５年度は､おおむね目標を達成することができましたが､

今後も事業が拡大し､製造部門を中心にエネルギーの使用量

が増加していくことが予測されるためにCO２排出総量の削

減が大きな課題となっています。 

　今後もコージェネレーションの導入､天然ガスへの切替え

や再生可能エネルギーの利用を拡大していく計画です。

グループ全体で設備などの省エネルギーを効率よく推進

するため、ヤマハ発動機やグループ各社で実施した事例を

G-YECOSを利用して水平展開するとともに、「省エネチェッ

クシート」を使用し工場を診断する取組みを開始しています。

２００６年度からは物流におけるＣＯ２削減にも取組んでいます。 

　ヤマハ発動機グループでは､２００３年度からグループ全体で

温室効果ガスの削減を開始しています。２００５年度は､グルー

プ１３２拠点のCO２排出総量が４７４,０６１t-CO２となり､２００４年

度比で３６０t-CO２の増加（０．０８％）となりました。 

　また､コージェネレーションの導入、天然ガスへの切替え、

ポンプや空調の省エネ化などにより、環境連結４８社では

２００５年度の取組み目標である売上高あたりのCO２排出削減

量は２００４年度比で１３.４%となり、目標（１.５%）を大きく上ま

わる結果となりました。 

 

温室効果ガス削減に向けた考え方と課題 

ヤマハ発動機グループのＣＯ２排出量推移 

新たに導入されたタイ拠点の天然ガス設備 

太陽光発電状況をリアルタイムに 
表示したディスプレイ 

本社７号館のモジュール 
 

ＹＭＭＷＪ（インドネシア）竣工風景 

　グループ全体のCO２発生量の約４分の１を占めるヤマハ発

動機では、コージェネレーション・太陽光発電・天然ガス化を

積極的に推進しながら、売上高あたりのＣＯ２発生量を年々着

実に削減しています。 

　２００５年度の製造段階におけるＣＯ２排出量は、１９９０年度比

６.７％削減となり、目標値（３％）を上回る結果となりました。 

 

　２００５年１月には、新エネルギー・産業技術総合開発機構の

支援のもと太陽光発電装置をヤマハ発動機本社工場に導入し、

工場における組立用の電力を供給してきました。 

　この太陽光発電装置導入によって、２００５年度のCO２排出

量を５０t-CO２削減できました。 

　ヤマハ発動機グループでは、工場・事務所ビルなどの建設

において、省エネ配慮設計を定量的に評価するため、設計段

階よりＣＡＳＢＥＥ（建築物総合環境性能評価システム）などを

参考にしています。 

　現在国内で進めているヤマハ発動機本社実験棟やＩＭ

（インテリジェントマシナリー）棟の建設においては、省エネ

率３０％削減を目標に掲げ、先進環境技術を活用しています。

具体的には、自然エネルギーを利用した太陽光発電、排出エ

ネルギーの利用、雨水利用設備の設置、熱負荷を抑制するた

めの高効率機器の採用、複層ガラスや断熱性の高い建材の

使用などがあります。 

　海外工場においても、２００５年度に竣工（２００６年３月完成）

したＹＭＭＷＪ（インドネシア）、ＹＰＭＶ（ベトナム）では、屋根

や外壁面から積極的に自然採光、自然換気を行い電力負荷を

削減する構造としています。 

　これまでに蓄積された環境配慮の手法を活かしながら､省

エネ建設をさらに推進していきます。 

ＹＩＭＭ（インドネシア）の発電機排熱利用装置 

● ２００５年度地域別CO２排出量比率 
南米 
４.０％ 

オセアニア 
０.３％ 欧州 

５.２％ 
日本 
４６.４％ 

米州 
８.８％ 

台湾 
４.６％ 

中国 
５.３％ 

東南・西アジア　２５.４％ 

２００５年度 ２００４年度 ２００３年度 ２００２年度 

● ヤマハ発動機グループ（１３２拠点）のCO２排出量  
　 海外・国内別推移（２００２-２００５年度） 
（単位：t-CO２） 全世界 

４７４，０６１ 

国内 
２２０，０６９ 

海外 
２５３，９９２ 

全世界 
４７３，７０１ 

国内 
２３７，８８５ 

海外 
２３５，８１６ 

全世界 
４１３，７５５ 

国内 
２１７，８９１ 

海外 
１９５，８６４ 

全世界 
３９４，６４９ 

国内 
２２３，００７ 

海外 
１７１，６４２ 

CO２排出量 
（t-CO２） 

２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 

５００，０００ 

  

４００，０００ 

  

３００，０００ 

  

２００，０００ 

  

１００，０００ 

  

０ 

１００ 

 

 

 

 

５０ 

 

 

 

 

０ 

５６ 

４０７，７３９ ４０２，３６４ 

● ヤマハ発動機の製造段階におけるCO２排出量・CO２売上高原単位推移 

CO２排出量 
（t-CO２） 

１９９０年度 ２０００年度 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 

１２０，０００ 

１１０，０００ 

１００，０００ 

  ９０，０００ 

 

 

０ 

１００ 

８０ 

６０ 

４０ 

 

C0２排出量 C0２売上高原単位 
（１９９０年度比） 

CO２売上高 
原単位（％） 

CO２売上高 
原単位（％） 

９９，８５３ 

１００ ８５．２ ８４．４ 
７９．３ ７８．６ 

６８．７ 

５６．２ 
１１０，２２９ 

１０３，１０２ １０５，７２７ 
１００，７５８ １０３，７００ 

９３，１６０ 

３７４，７２３ 
３６５，３２５ 

１００ ８６．６ 

● 環境連結４８拠点のCO２排出量・CO２売上高原単位推移 

※２００４年度は２００４年１-１２月 ※２００４年度は２００４年１-１２月 

省エネ建設の推進 

※ YIMM＝PT.Yamaha Indonesia Motor Manufacturing

※２００４年度は１月-１２月 

※ YMMWJ＝PT.Yamaha Motor Manufacturing West Java 

　　 YPMV＝Yamaha Motor Parts Manufacturing Vietnam 

 

ヤマハ発動機の製造段階でのＣＯ２排出量推移 

３４ ３３ 

C0２排出量 C0２売上高原単位 
（2004年度比） 



● LCA評価結果（従来車※１を基準） 

０　　　　　　２０　　　　　　４０　　　　　　６０　　　　　　８０　　　　　　１００ 

　ヤマハ発動機グループが製造する多くの製品は、開発・生産・

使用・廃棄といったライフサイクルの中でも使用段階におけ

る環境負荷が特に大きいという特徴があります。 

　製品におけるエネルギー削減として取組んでいる燃費の

向上に関しては、２０１０年までに達成すべき目標値を全対象

製品で３０％向上に設定しています＊。 

　２００５年度には、電動技術の開発や燃費向上技術の採用を

積極的に行い、製品燃費向上目標(１９９０年度に対し２０％向上）

を全製品分野で達成しました。今後とも、さらなる燃費向上

を図るため継続的な技術開発を図っていきます。 

■燃料電池二輪車とPASユニット搭載の自転車タクシーの導入   

　ヤマハ発動機では､高効率なエネルギー変換機として注目

されている燃料電池の開発に１９８０年代から取組んできました

が､さまざまな調査･実走テスト･環境データの収集を行い

２００５年度に燃料電池二輪車「FC-me」を開発・発表しました。 

　「FC-me」は、２００４年度に発表した燃料電池車「FC０６」に比

べて燃費効率を１.５倍向上さ

せるとともに、車両重量も約

６ｋｇ軽量化し６９ｋｇとしました。 

　２００５年９月には、一般の方々

が燃料電池二輪車に触れる機 

会を創出することを目的として､

「FC-me」１台を静岡県に賃貸 

 

借し、イベントなどの試乗体験などで活用されました。 

　また､２００５年度に開催された「愛知万博」には､当社製の

PASユニットを装備した自転車タクシーを提供し､環境にや

さしいパーソナルコミューターの活躍ぶりが多くの来場者の

注目を集めました。 

■｢EC-０２｣でＬＣＡ評価を実施 

　ヤマハ発動機では､２００５年５月に発売したエレクトリックコ

ミューター｢EC-０２」のＬＣＡ（ライフサイクルアセスメント）を

行いました。アルミの多用による軽量化やリチウムイオン式

バッテリーの搭載などにより､材料や製品製造時における環

境負荷物質の排出量が従来車より若干多くなるものの､走行

時の環境負荷が非常に小さいため､ライフサイクル全体では

CO２で５７％､NOxで８８％削減できることになります。 

 

　２００６年４月施行の改正省エネルギー法により､輸送分野で

も､省エネルギーへの取組みが義務付けされました。 

　ヤマハ発動機は､流通環境分科会のもとに｢物流CO２ワー

キンググループ｣を設置して､２００７年度に特定荷主指定を受

けることを前提にした準備を進めており、算定範囲の特定､輸

送量・エネルギー消費量の算出体制の整備､エネルギー消費

量原単位､削減目標などを検討し、その対応に努めています。 

　ヤマハ発動機の輸送は大きく４つに分けることができます。 

１）生産用部品輸送､２）製品輸送､３）補修用部品輸送、４）廃

棄物輸送です。それらをさらに１３の工程に区分して管理して

いきます。 

　エネルギー消費量の算出方法に､燃料法､燃費法､改良トン

キロ法の３つが指定されていますが､委託運輸事業者の方々

と検討した結果､ａ）生産用部品輸送：燃料法､ｂ）製品輸送：３

方法の併用､ｃ）補修用部品輸送：〈宅配便〉改良トンキロ法､ｄ）

廃棄物輸送：燃費法を基本とする算出方法でのデータ提供を

お願いすることにしました。 

　エネルギー消費量原単位は､売上高､限界利益（工場）によ

り算出します。削減目標は､毎年１％（中期）として､削減計画

を策定していく予定です。 

＊ＡＴＶ（四輪バギー車）、二輪車、スノーモビルの基準年は１９９５年度、ウォータービークル、船外機は 
  １９９８年度を基準とし、発電機、ゴルフカー、汎用エンジンの基準年は２０００年度です 
 

・ 生涯走行距離２万kmを想定(タイヤとバッテリーはともに１回の交換を想定） 
・ 製造や走行などで購入電力を使用する場合､自らが環境負荷物質を排出するものではありませんが､他の燃料と同質に使用時に 
　排出すると置き換えて計算しています(使用数値は旧環境庁発行のエコアクション２１参考） 
 

ヤマハ電動スクーター 

従来車 

従来車 

ヤマハ電動スクーター 

従来車 

材料製造 製品製造 走行 メンテナンス 廃棄 

Passol-L

５７％削減 

８８％削減 

７９％削減 

EC-０２ ８０％削減 

愛知万博で大活躍したパワーアシスト搭載の自転車タクシー 
 

地球環境 

評価項目 

地球温暖化 

大気汚染 

環境負荷物質 

CO２ 

NOX,SOX

機種名 

従来車※１ 

ヤマハ電動スクーター 

車両重量 

７０kg 

４７kg

燃費※２ 

６３km/L 

４３km/充電 

● 評価項目 

● 評価対象 

※１ ： ２サイクル５０ccスクーター 
※２ ： ３０km/h定地燃費 

算定範囲の輸送 
q～!3=工程区分 

● ヤマハ発動機の輸送エネルギー 
　 消費量の算定範囲と輸送工程 
 

商
社
・
販
売
店
・
お
客
さ
ま 

海外配送 

海外サプライヤー 海外輸出 

部品センター ワイズギア 

海外サプライヤー 

o商社・販売店・お客さま 

　y商社・販売店・お客さま〈直送〉 

廃棄中間物処理場 

港・空港（通関） 

港・空港（通関） 

海外生産 

グループ 
製造会社 

e海外調達 

q工場間 

t製品輸出 

t製品輸出 

u製品輸入 

i国内販社 r倉庫投入 

r倉庫投入 

工
場 

外
注
加
工 w外注加工 

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー 

完
成
組
立
工
場 

出
荷
倉
庫 

ヤマハ発動機 
販売 

!2部品海外調達 
!0海外部品調達 

!1部品会社 

!3廃棄物処理 

平均燃費の向上（％） 

ウォーター 
ビークル 

ゴルフカー 汎用 
エンジン 

二輪車 船外機 スノー 
モビル 

発電機 ATV

１５０ 

１４０ 

１３０ 

１２０ 

１１０ 

１００ 

０ 

１４８ 

１３１ １３２ １３１ 
１２８ １２７ １２６ 

１２３ １２４ 

１４４ 

１０８ 

１１６ 

１２７ １２８ 

１１９ 

１２７ １２６ 
１２２ 

１０８ 

● 製品別燃費向上推移グラフ（基準年：１００） 
２００３年度 
２００４年度 
２００５年度 

輸送分野における省エネルギー対応の準備 

各種製品におけるCO２の削減への取組み 

製品の燃費向上への取組み 

静岡県に賃貸借した燃料電池二輪車｢FC-me｣ 

CO２ 

NOX

SOX

開発段階における温室効果ガスの削減 

物流段階における温室効果ガスの削減 

３６ ３５ 



０ 　　　２０％ 　　　４０％ 　　　６０％ 　　　８０％ 　　　１００％　　 
独自EMS 実施済 
独自EMS 実施予定 

 
未定 
 
 

エコアクション２１ 参加済 
エコアクション２１ 参加予定 

ISO１４００１取得済 
ISO１４００１取得予定 
 

２００５年１２月 

２００４年１０月 

２００４年  ４月 

２００３年１０月 

２００３年  ６月 

５０３ 

４６２ 

３９５ 

３６８ 

５４９ ７６ 

５２ 

３９ 

２９ 

２０ 

１８ ８ 

１２ 

１１ 

５ 

８ 

１００ 

１３５ 

１６３ 

２２４ 

２４８ 

９０ 

１４８ 

１５５ 

１２８ 

１０２ 

８ 

１１ 

２２ 

７ 

３５ 

５２ 

７０ 

９８ 

１５８ 

● サプライヤーのEMS構築状況 

有害物質削減の取組み 

有害物質削減に向けた考え方 

有害物質削減に向けたヤマハ発動機の取組み　 

有害物質削減に向けたヤマハ発動機グループの取組み 

　ヤマハ発動機グループでは､製造過程だけでなく製品の使

用段階や廃棄段階などライフサイクル全体を考慮し､環境に

負荷の大きい物質について､それぞれに目標を設定し、「製

品排出ガスのクリーン化」、「資材や部品に含有されている環

境負荷物質削減をめざすグリーン調達の推進」、「化学物質

の排出・移動管理（ＰＲＴＲ）」、「ＶＯＣ（揮発性有機化合物）削

減」などに取組んでいます。ＰＲＴＲに関する詳細情報につい

ては、「資料編」をご覧ください。 

■製造段階におけるメッキ廃液の削減  

　ヤマハ発動機では、メッキの前処理工程から出る脱脂廃液・

混酸廃液の削減技術の開発・運用などを進めながら、液寿命

の向上や社内処理を進め、２００５年度「中間処理後の固形物

埋立てゼロ」を達成しました。 

■建物に使用されているアスベスト除去 

　アスベスト使用が確認されたヤマハスタジアムの事務所

改修の際は、作業領域外への粉塵飛散を防止するために、ビ

ニールにて密封し、内部を負圧化することで、外部への露出

が無いように万全を期しアスベストを完全に除去しました。 

YMT(台湾)での説明会・講習会 

■ヤマハマテリアルデータシステム（YMDS） 

　二輪車の環境負荷物質使用量を定量的に把握し､日本自

動車工業会の自主行動計画(水銀､カドミウム･鉛･６価クロム

の削減)にもとづく報告･公表のため､サプライヤーに報告し

ていただいた部品情報を管理集計するシステム「YMDS」

を構築しています。 

　日本では､２００４年５月､台湾でも２００５年７月から運用を開

始しました。２００５年１０月以降に日本で販売された新型二輪

車より順次、その集計結果を当社ウェブサイトや製品パンフ

レットなどで公表しています。 

■サプライヤーの環境管理システム(EMS)構築支援 

　サプライヤーでは各社の状況に応じて､ISO１４００１や環境

省「エコアクション２１（２００４年度版）」､その他､グリーン調達

ガイドラインにて提示した条件をもとに、環境管理システム（Ｅ

ＭＳ）を構築しています。 

　２００４年１０月時点でのＥＭＳ構築実績は６２％でしたが、 

２００５年度末には７３％と約１１％増加しました。今後も支援活

動を強固にし､サプライヤーとの協力関係を継続しながら､Ｅ

ＭＳ構築完了に向けて活動を進めていきます。 

 

　環境に配慮した資材・部品の積極的な調達を行うために

２００３年２月に「グリーン調達ガイドライン」を策定しました。

　調達基準として､ 

１）納入品に対する環境保全の配慮　 

２）環境保全を担保する仕組みの構築 

を設定し､サプライヤーとともに取組んでいます。 

　グリーン調達ガイドラインは世の中の環境動向に対応でき

るように年２回（原則６月と１２月）見直しを実施し､改定を行っ

ています。　　 

　２０１０年までの削減活動は事業部や拠点､グループ会社そ

れぞれの自主性を重んじ､自己完結することを基本としてい

ます。活動の進度や推進上の課題は「環境負荷物質削減 

ヤマハグループ連絡会」にて確認､審議を行っています。 

　グリーン調達活動は､サプライヤーの協力が重要です。 

２００４年度末には､サプライヤー９００社のうち６７０社に対し､環

境負荷物質の削減に向けた取組みについての説明会を実施し､

環境負荷物質削減のための有用な手段となる環境管理シス

テム（ＥＭＳ）の構築と環境負荷物質削減への協力を再度お

願いしました。 

　その結果､２００５年度末には部品に含まれるカドミウム､鉛

の削減が進み､目標達成の目途がたちました。現在は６価ク

ロムの削減を中心に展開しています。 

　大気汚染物質の排出を規制する大気汚染防止法が２００４年

に改正され、２００６年４月からVOCの排出規制が開始されまし

た。ヤマハ発動機、ヤマハマリン、ヤマハモーターパワープロ

ダクツの３社で、塗装工程におけるVOCの自主排出削減目標

を設定し、さまざまな活動を継続的に実施してきました。取

組み事例としては、粉体塗装の生産導入（２００３年度）や塗料

の水性化などです。 

　２００５年度の目標である「ヤマハ発動機、ヤマハマリン、 

ヤマハモーターパワープロダクツでのＶＯＣの平均排出量

１９８g/m２以下」に対して、実績は１９２g/m２となり目標を達成

しました。 

■海外拠点での環境対応 

　ヤマハ発動機グループでは、日本国内にとどまらず、

グローバルに展開する企業として、環境負荷の小さい物質を

使用する責務があると考えています。ヤマハ発動機グルー

プの海外拠点においても「ヤマハ発動機グループ環境計画

２０１０」実行のため、対象３０拠点中の２８拠点が「環境宣言」お

よび「具体的な削減計画」の作成を完了しました。今後は、こ

の計画にもとづいてさまざまな環境活動を推進していきます。 

■排出ガスの低減　 

　船外機などを製造しているヤマハマリンでは､２０００年３月

にＩＳＯ１４００１を取得しており、低燃費・騒音、排ガスの正常化、

商品のリサイクル性の向上

などに取組んできました。 

　重要な市場のひとつで

ある米国では、４ストローク

のＦ２５０モデルをはじめとし

てニューモデルは全て､連

邦環境保全局（EPA）の排

ガス規制（２００６年レベル） 

 

への対応のみならず、さらに厳格なカリフォルニア州法であ

るスリースターレベルを先取りしています。 

 

■アスベスト全廃　 

　製品に使用されているアスベストについては、２００３年に

「グローバル全廃方針」を策定し、全製品での使用禁止に向

け推進してきました。２００５年度は、アスベスト規制のない国や

地域で一部アスベスト含有部品が残る結果となりましたが、

２００６年度末までには全廃（工場出荷レベル）できる見通し

です。 

０　　　  ５　　　 １０　　　 １５　　　２０　　　 ２５　　　３０ 拠点数 

拠点長環境宣言／ 
削減計画提出済比率 

海外拠点数比率 

● 海外拠点の環境対応状況 

台湾　　 中国　　 アセアン　　 西アジア　　 欧州　　 北米　　 中南米 

２０００年度   ２００１年度   ２００２年度  ２００３年度   ２００４年度   ２００５年度 

７００ 

６００ 

５００ 

４００ 

３００ 

２００ 

１００ 

    ０ 

３００ 

２５０ 

２００ 

１５０ 

１００ 

５０ 

０ 

２９５ 

８２ 

５８４ 

１６８ 

２８８ 

６９ 

５５９ 

１４８ 

２６０ 

７０ 

４９３ 

１４５ 

２３８ 

６９ 

３５７ ３４０ 

１２９ 

２４８ 

６６ 

２８２ 
２６６ 

２４２ 

１９８ 
１９５ 

１２４ 

３７６ 

１９２ 

２３６ 

３８ 

１１８ 

ヤマハ発動機（本社） 
ヤマハ発動機（中瀬） 
ヤマハマリン 
ヤマハモーターパワープロダクツ 
３社平均 

３社平均： 
単位面積あたり 
排出量（g/m２） 

単位面積あたり 
排出量（g/m２） 

● ヤマハ発動機、ヤマハマリン、ヤマハモーターパワープロダクツのVOC排出量推移 

製造段階におけるVOC削減 

 

５０ 

４０ 

３０ 

２０ 

１０ 

０ 

（g/kw・hr） 

● ヤマハ船外機F２５０の排ガス対応 

EPA規制値－６５％ 

EPA規制値 

カリフォルニア 
２００８年 
スリースターレベル F２５０ 

製品における取組み 
グリーン調達の推進：サプライヤーとの協働 

３８ ３７ 



廃棄物削減と資源保護 

■廃棄物削減　 

　ヤマハ発動機では、廃棄物発生量の極小化をめざすととも

に、リサイクル率をさらに高めることによる排出量の削減に

取組んでいます。２００３年度には直接埋立て廃棄物ゼロ（ゼ

ロエミッション）を既に達成していますが、２００７年度の目標

である間接埋立て廃棄物ゼロ（スーパー・ゼロエミッション）

を目標に掲げ取組んできました。 

　２００５年度の廃棄物発生量は２８,７９０tとなり、内訳はリサイ

クル処理分が２４,３２４t、本社サイト内の焼却施設「エースプ

ラント」によるサーマルリサイクル処理分が４,４６６tで、リサイ

クル率は２００４年度実績（９９.５％）を上回り１００％を達成しま

した（一部、研究開発部門の試薬類を除く）。 

 

■水資源保護　 

　従来より水使用量の把握や低減をグループ各社それぞれ

が推進してきましたが、２００６年度からグループ共通の課題と

して位置付けました。 

　各生産工場におけるさまざまな節水努力や冷却水の循環

利用などを進め、貴重な資源である水資源の有効利用を図っ

ていきます。 

■リサイクル化が進む各種製品　 

　製品リサイクル性の向上については、リサイクル可能率を

９５％以上とする自主目標を設定していますが、２００５年度は、

船外機と電動ハイブリッド自転車を除きこの目標を達成しま

した。 

　また、２００４年度に開始した使用済み二輪車のリサイクルに

ついては、２００５年３月時点で実効率８５.１％を確認しました。

　 

 

　ヤマハ発動機グループでは、「３Ｒ」（リデュース､リユース､

リサイクル）の観点で､製品の開発･生産･使用･廃棄の各段階

において廃棄物削減と自然保護の積極的な取組みを続けて

きました。 

　当社は、「ヤマハ発動機グループ環境計画２０１０」 の中で、 

『環境配慮のスルーな事業展開で、｢ライフサイクルを考慮し

た製品とサービス｣を提供します』と謳い、さまざまな目標を

掲げ取組みを行っています。 

■ＦＲＰ小型船舶リサイクル　 

　ＦＲＰ（ガラス繊維強化プラスチック）は、軽量で高剛性、成

形性に優れていますが、以前はリサイクルが困難とされ、廃棄

ＦＲＰの多くは埋め立て、または焼却処分され社会的な課題と

なっていました。 

　ＦＲＰを材料として小型船舶（モーターボートやヨット）を製

造または輸入するヤマハ発動機では、（社）日本舟艇工業会

が実施するリサイクルシステムに参加し、２００５年１１月より地

域を瀬戸内海に限定した形で適正処理・リサイクルを開始し

ました。 

　このリサイクルシステムは、（社）日本舟艇工業会のFRP船

リサイクルセンターが実施主体となり、委託先の指定引取場

所に収集された廃FRP船を粗解体した後、FRP破材を中間

処理場に運搬し、破砕・選別などを行い、最終的にセメントの

原料や燃料として再利用するものです。 

■環境対応プール目張り新工法の開発　 

　プールの施工現場では､従来､目張り接着の下地処理の際 

に大量のサンディングダスト（研摩くず）が発生し､廃棄物問

題や他周辺工事への障害の原因となっていました。 

　ヤマハ発動機では､接着剤と施工方法の改善に取組み､ 

q生産現場でのサンディングダストを出さない 

w特別な技術･技能を必要とせず誰でもできる 

e水分の影響を受けにくく耐用ライフが長い 

rコストがサンディング工法と比較して２５％ダウン､など 

　画期的な技術･工法の開発に成功しました。 プール施工風景 

リユースされた岡山市東山プール 世界水泳福岡大会で採用された水夢２１ 
 

■ＦＲＰの長所を活用しプールをリユース　 

　素材の耐久性と防水性に優れるＦＲＰプールは､独自のユ

ニット工法により解体､移設が容易で（設置に２週間､撤去に

１週間）、不要になったプールは簡単な補修・修正を加えるこ

とにより再利用が可能です。 

　２００１年の世界水泳福岡大会で採用された､３基の特設 

プールのうちの１基､ウォームアップ用プールが２００５年９－１１ 

 

月にかけて開催された岡山国体の会場となった岡山市の

東山プールにて使用されました。 

　低コストで最高品質のプール環境をつくることにより､人々

が水泳・水中運動に親しむ機会を増やし､健康社会の発展に

寄与しています。 

 

● ２００５年度ヤマハ発動機＋グループ３社の水使用量 

磐
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社
 

磐
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２００２年度  　２００３年度  　２００４年度  　２００５年度 

間接埋め立て処理　　リサイクル処理　　サーマルリサイクル処理 

ヤマハ発動機 

● ２００５年度の製品別リサイクル可能率 
可能率（％） 

汎用エンジン 二輪車 
（モーターサイクル） 

発電機 二輪車 
（スクーター） 

ゴルフカー ウォーター 
ビークル 

船外機 電動ハイブリッド 
自転車 

９９．１ ９９．０ 

９６．８ ９６．０ 
９５．０ ９５．０ 

８５．６ 

９４．０ 自主目標 

● ヤマハ発動機の製造段階における廃棄物発生量の推移 

廃棄物 
発生量(t)

１９９０年度 ２０００年度 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 
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リサイクル 
率（％)３３，２０４ 
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FRP船ユーザー 

相　談 

申　込 

相　談 
情報提供 

廃FRP船 

相談・申込などの流れ　　     廃FRP船・FRP破材の流れ　　　   料金・費用の流れ 

相談窓口 
（販売店・マリーナなど） 

登録販売店 
（リサイクル受付、料金見積、一時保管など） 

 
 

指定引取場所 
（廃FRP船の引き取り、粗解体など） 

 
 

 

中間処理場・セメント工場 
処理・リサイクル 

（FRP破材の破砕・選別、セメント焼成など） 
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※２００４年度は２００４年１-１２月 
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１００ 

９５ 

９０ 

８５ 

８０ 

廃棄物削減と資源保護に向けた考え方 

製造段階における取組み 

製品における廃棄物削減に向けた取組み 

４０ ３９ 



エコマインド醸成の取組み 

エコマインドの醸成 

■エコ通勤実績で大きな成果 

　ヤマハ発動機本社、およびその周辺工場は地方都市に立

地していることもあり、就労する従業員の過半数が四輪車で

通勤していました。 

　２００４年１２月より、通勤時におけるCO２削減と環境活動へ

の意識高揚を目的に「エコ通勤」制度を開始しました。 

　これは、徒歩通勤手当の新設、自転車通勤手当の増額、通

勤バスの増便、電動二輪車「パッソル」のレンタルや二輪車

通勤を奨励するため「リターンライダースクール」開催など、

四輪車以外の通勤を支援するための制度です。 

　また、２００５年４月からは月に１回、電子メールシステムを利

用した「エコ通勤実態調査」を開始しました。 

　この結果、調査回答者７,３５１名中の６８%が、２００５年４月-１２

月でエコ通勤に参加していたことがわかりました。 

　この調査を活用しながら、今後もエコ通勤をさらに推進し

ていきます。 

リターンライダースクール　 

　「エコ通勤」の支援策として､二輪車免許は持っているものの､運転にブランクが

ある従業員や初心者などを対象として､２００５年２月にヤマハテクニカルセンターに

て「リターンライダースクール」を開催しました。 

　約４時間におよぶ講習を受講した参加者からは､「この春からはぜひモーターサイ

クルでエコ通勤にトライしたい」などの声が多く聞かれ、エコマインドの醸成に貢献

することができました。 

■エコライフノート 

　２００１年度より環境家計簿「エコライフノート」を従業員に

配布しています。家庭で使用する電気、ガス、水道、ガソリン

などの使用量をチェックしCO２に換算することにより、地球温

暖化防止への意識を啓発しています。 

　ヤマハ発動機では、事業活動を通じた環境負荷低減にとど

まらず、グループ従業員全員が日常生活の中で「エコマインド」

を持ちながら環境に対して積極的な取組みを実践できるよう、

サポート体制を整備・運用しています。 

　例えば、従業員一人ひとりが通勤や家庭などの生活の場で

も高い環境意識を持って行動できるよう、「エコ通勤」や「エ 

コライフノート」といったプログラムを導入し、多くの従業員

に活用されています。　 

　このような活動を通じて従業員の「エコマインド」を醸成し、

環境経営のさらなる推進を図ることで、持続可能な社会の構

築に貢献することができると考えています。 

■「３Ｅキャンペーン」でグループ従業員の環境意識を向上　

　ヤマハ発動機グループでは、｢３Ｅ－作りやすく、直しやすく、分

解しやすく－｣キャンペーンを２００５年度も引き続き実施し､市場

（サービス部門･販売店とも連携）から「３E」につながるアイデア

を募集、開発・設計部門にフィードバックすることで循環型社会の

形成に貢献することをめざしています。 

　２００４年１０月のスタート以来、世界各国からキャブレター本体

の調整を容易にするための点検マドの設定提案やスパークプラ

グ交換のビス止め部に隔壁があってはめにくい点の指摘など、コ

ストおよび整備などの時間短縮につながるサービス視点のアイデ

アが１２６件寄せられました。 

　「３Eキャンペーン」には､グループ傘下の１７代理店のサービス

部門が参加しましたが、６５件の提案をしたトップのヤマハ発動機

販売に２００５年１２月２８日、金賞の盾が授与されました。 

　銀賞のYMUK（イギリス）と銅賞のYMVN（ベトナム）にも､後日

記念の盾と副賞がそれぞれ送付され、環境意識の向上に向けた活

動に花を添えました。 

　今後も、廃棄物問題解決のためのベースとなる３Ｒ実現に向けた

「３Eキャンペーン」を積極的に推進していきます。 

■｢３Ｅ｣とは 
３Rの実現をめざしたヤマハ発動機グループ独自の考え方 

｠＜Easy to Build：作りやすく＞ 

　共通部材の多用、部品の共通化、構成部品点数の削減などに取組む｠ 

＜Easy to Service：直しやすく＞ 

　部品の取り外しや交換・点検・調整・修理のしやすさに取組む｠ 

＜Easy to Disassemble：分解しやすく＞ 

　容易な素材ごとの分解、有害物質の少ない素材の採用などに取組む 

銅賞のYMVNからは、市場の貴重な 
情報が寄せられた 

銀賞の盾を手に序章を喜ぶYMUKの 
サービススタッフ達 

６５件の提案でキャンペーントップの 
ヤマハ発動機販売は戸上代表取締役専務から 
金賞の盾が贈呈された 

 

 

 

 

 

 

 

 

●エコ通勤を始めたきっかけは何ですか？ 

　米国駐在から本社に戻った当時は､我が家に通勤に使う車が無かっ

たために必然的に公共交通機関を利用したんです。ただ､米国で

マウンテンバイクに乗っていたこと､その時にたまたま日本で

折りたたみ自転車が流行りだしていたこと、さらに､ＪＲの手荷物改

正で自転車の車内持込が無料になったので､この機に、自宅から最

寄駅の高塚駅までと磐田駅から本社までを､自転車で走ろうと考え

たわけです。 

●実際どのくらいの距離を自転車で走られるのですか？ 

　家から最寄駅まで３.５kmで磐田駅から本社までも３.５kmですね。

合せて７km､往復でも１４kmですから､適度な距離といえますね。時

間にしては､電車も入れて1時間弱ですから､車での通勤よりは渋

滞を考えると短時間ですみます。自転車では軽いトレーニングがで

き､電車では読書が楽しめるので、通勤時間はとてもリラックスする

ことができるのが利点ですね。それに､エコ通勤制度がスタートし

てからは､手当も充実したので助かっています。 

●逆にエコ通勤をされて不都合なことはありますか？　 

　朝から雨だとついメゲテしまいますね。また､最近は仕事におい

て車で外出しなければならないことが増えたために､車通勤するケー

スもあるんですね。そういう時に車を一時的に置くことのできる駐

車場の空きスペースが少なくて困っています。 

●エコ通勤をされてのご感想は 

　いかがですか？ 

　繰り返しになりますが､心身と

もにリフレッシュできていいです

ね。渋滞の車の脇をサッとすり抜

けていく時の爽快感は格別です。

欲を言えば、道路や駐輪場など

のインフラが整うとさらにいい

ですね。 

環境保全に貢献できる歓びを 
実感しています。 
 

エコ通勤；体験者インタビュー 

今井浩久さん 
（コーポレートＲ＆Ｄ本部新事業チーム） 

通勤バスの増便 

自転車や二輪車での通勤 

「エコ通勤実態調査」画面 

自転車通勤のための駐輪場も増設 

※YMUK＝Yamaha Motor（UK）Limited 

   YMVN＝Yamaha Motor Vietnam Co.,Ltd. 

 

エコマインドに対する考え方 

４２ ４１ 

磐田駅から職場へ向かう今井さん 



実体験省燃費運転研修会風景 燃費向上のための四原則 

国内グループ会社の取組み 

　ヤマキ船舶化工は､１９７６年１２月､FRPヤマハ漁船の製造

拠点として北海道二海郡八雲町に設立されたヤマハ北海道

製造をその前身とし､１９８６年８月､ヤマキ船舶化工として業

務を引継ぎ､以来当社は一貫してヤマハブランド船舶の北海道・

東北市場全域の供給を担当してきました。 

　２０００年度には通算､和船２０，０００隻､漁船２，０００隻の生産を

達成しました。現在は和船５０隻/月､漁船８隻/月の建造能力

をもつ国内有数のFRP船舶製造工場として稼働し､和船・漁

船以外にもボート・舶用エンジン・船外機などの製造販売会

社として営業を行っています。 

　社会面では、地域貢献活動を地域に溶け込ませ､地域行事

との密着を図るとともに､中学・高校生のインターンシップ受

入れなど､地域と企業の共存を積極的に展開しています。 

　環境面では、２０００年１月よりヤマハマリン関連会社では初

めて環境マネジメントシステムを導入し､２００１年５月にFRP

造船会社では全国初のISO１４００１認証を取得しました。これ

により､環境にとどまらずマネジメントシステムとして設備・

品質・安全への応用が可能と考えたからです。 

　活動の中心は法令順守のみならず、省エネ､廃棄物削減､

有害物質削減､製品サービスとしての品質問題などを取上げ､

その成果を金額に換算して活動の有効性と経営への寄与を

互いに共有しつつ進めてきました。 

　実績としては、コンプレッサー稼働時間が半減できたことや、

冬期の室温確保のためのシャッター開閉ルール化や工場内

を遮断カーテンで仕切り暖房効率と作業スペースの集約を

図るなどの活動を実践できたことです。 

　有害物質削減ではアセトンの再生率を８５％に向上、原材料

の樹脂中のスチレン含有量４５％から３７％への挑戦をメー

カーとタイアップし実践中です。また、FRPの廃棄物につい

ては、セメントの原料や燃料として再利用することをめざし、

ＦＲＰ端材のチップ化と廃油による粉塵対策を行いました。近

郊セメント会社のご協力もあり、北海道で初めての実用例と

なりました。　 

　FRPのリサイクルは、工場内の課題にとどまらず、FRP廃

船のリサイクルが社会的な課題になっています。当社のセメ

ント原料化の実用例は北海道に取上げられ､北海道と先発の

舟艇工業会が共同し､北海道経済部産業振興室がＦＲＰ船リ

サイクル部会を設立し活動を始めました。 

　活動事例としては、当社をはじめ､セメント会社､廃棄物業

者が一堂に会して実際の廃船を利用して実施したリサイクル

実験があげられます。これは、対外的にも広く取上げられました。 

　今後は、北海道エリアから毎年２００隻程度が廃船として処

分されるため､これらの技術蓄積を廃船リサイクルシステム

事業として確立して行くことを､社会貢献を含めたテーマと

して取組んでいきたいと考えています。 

　ヤマハ発動機グループの関連会社である三笠運輸（静岡

県掛川市）は、輸送業務の経済効率性と環境性の両立をめざ

し、輸送業務改善に積極的に取組んでいます。 

　２００２年から、輸送効率に関するデータ収集と指標づくりに

取組み、使用燃料あたりの積載量を原単位とする指標を用い

ることにより、目標と実績の明確化を進め、成果をあげています。 

　２００５年度は､２００３年度と比較して､原単位で約３０％の向

上を図ることができ､経営改善に大きく貢献しています。改善

施策として大きく４つの活動を展開しています。 

K1配送ルートの見直しによる輸送距離短縮　　 

　ミルクラン方式（部品メーカーの代わりに購入する側がト

　ラックを仕立てて集荷に回る方式）による集配の業務拡大

　と輸送効率向上に対応するため、輸送ルートを見直し、新た

　に浜松において配送拠点を稼動させ、地盤である静岡県西

　部の集配業務を強化しました。　 

K2事前の荷物量の把握（大口荷主）による積載率向上 

　ヤマハ発動機の生産管理システム（ＰＹＭＡＣ）から必要な

　生産計画データの提供を受けることにより、最適な配車運

　行計画が策定でき、積載率向上などの成果をあげています。 

K3新規お客さま獲得による積載率向上　 

　自家用貨物物流の部品会社に対し、ミルクラン方式などで

　の委託貨物物流によるコスト低減提案の営業活動を進め

　ました。結果として、新規お客さまの獲得による営業拡大

　の実績があがり、積載率が向上しました。　　 

K4エコドライブ活動　 

　トラックメーカとタイアップして実体験省燃費運転研修会

　を毎年実施しています。そして、各ドライバー毎に燃費デー

　タの把握管理を行い、エコドライブの成果を確認しています。 

 

　以上の４つの活動は、輸送業務における小ロット多頻度納入、

納品部品のユニット化・大型化、工場のユニット化による部品

納入先の分散化の進展などのお客さま（荷主）要望を背景に

した中で、コスト合理化と環境性を追求する活動となってい

ます。 

● 使用燃料（r）あたりの積載量（m３） 

２００３年度 　     ２００４年度　      ２００５年度  　  ２００６年度 

１．００ 

０．８０ 

０．６０ 

０．４０ 

０．２０ 

０．００ 

０．４４ 
０．５２ 

０．５７ ０．５９（目標） 

m３/r

配送ルートの検討風景 

ヤマキ船舶化工事務所社屋 

ホタテ貝養殖船 ＦＲＰ破砕設備 

中学生のインターンシップ受入れ 

■エコドライブ実践で大きな成果 

　三笠運輸では、毎年、実体験省燃費運転研修を実施し、従業

員教育に力を入れています。その効果は大きく、実際走行で

一人当り平均７．５％の燃費が向上しました。 

　エコドライブの意識徹底のために、｢燃費向上のための四原

則｣を書いたシートを運転席に置いています。 

ヤマキ船舶化工の活動報告 三笠運輸の活動報告 

４４ ４３ 



海外グループ会社の取組み 

　ICC（タイ）はタイ王国、東部地区チョンブリ県のアマタナコ

ン工業団地内に立地しています。主に、タイヤマハ向けのオー

トバイ部品を製造している鋳鍛造会社です。自動車メーカー

にも部品の供給をしていることから、積極的に環境対策に取

組んできましたが､インフラ環境が十分でないASEAN地域

の中で、２００４年１月にISO１４００１の認証を受けました。 

　素材製造工場ということで､各工場の作業環境は厳しく、基

本的な５S活動（整理、整頓、清潔、清掃、習慣化）を全員参加

で地道に実施してきました。このような地道な活動の中から、

環境に対する意識が目覚め、改善等の提案が多く生まれてい

ます。 

　また、タイでは「明るい＝暑い」というイメージがありました

が、実際に天井部分に明かり取りを設置したところ、作業環境

もよくなり、省エネルギーにもつながりました。さらに、燃焼用

燃料の天然ガス使用や集塵装置の改善など、環境改善ととも

に省エネルギー対策を行っています。 

　この他、地域への環境貢献活動として、海岸でのごみ清掃や

工場内の緑化活動なども積極的に実施しています。先進各国

に比べ、まだまだ環境に対する意識は低い部分がありますが、

地道な努力を重ねていくことで、１つ１つステップアップし、地

域に根ざした継続的な活動を、今後とも続けて行きたいと考

えています。 

　ＹＭＤＡ（ブラジル）のマナウス工場は、モーターサイクル、

船外機の加工・組立のYMDA工場とコンポーネント加工の

YMCDA工場があり、両工場で従業員は１,８００人です。アマ

ゾン川の河口より約１,７００ｋｍ上ったブラジル北部にあり､ア

マゾンの中央に立地しています。 

　物流面では不便な場所ですが税制恩典活用メリットにより、

１９８５年に創立しました。また同様の理由より､マナウスには

世界中から４３６もの企業の進出が見られます。 

　この地域の環境活動は､世界の緑地であるアマゾンがある

ため､ブラジル政府の要求も厳しく､YMDA工場は２００４年

１２月にISO１４００１の認証を取得し､YMCDA工場も２００５年

１２月に認証を取得しました。 

　当社の環境活動は､まず全従業員への環境意識の徹底が

重要であると考え、「リデュース･リユース･リサイクル」の

３R活動を重点に進めており､グリーンカードを全従業員に配

布しました。これらの活動により廃棄物分別の徹底や､水、電

気､ガスの自然資源の消費管理､低減活動も､より積極的に展

開できるようになりました。 

　ハード面では、環境負荷項目のモニタリング維持に重点を

置いて展開しており、バイオ生活廃水処理、ゴミ分配容器の

改善､土壌検査用井戸､またモーターサイクルの排ガス規制

の保証のための測定分析装置の導入も行いました。 

　さらには､サンパウロのYMDB工場とタイアップしてモー

ターサイクルへの鉛、カドミ、６価クロムなどの環境負荷物質

の削減活動も展開中です。 

　また､２００４年度の地域環境活動の一環として､アマゾン熱

帯雨林保護を目的として植樹活動を開始。その後､YMCDA

工場の拡張により､さらに約８５,０００ｍ２の伐採を行ったことで

再度植樹の必要性を痛感し、２００５年度から活動の再スタート

として１,８００本の苗木の植樹を行っています。  

　２００６年度中には、さらに５,０００本の植樹を行う計画をして

おり､全社活動としての展開をめざし、これらの苗木を各従業

員に管理を委託する「里親制度」も検討中です。 

工場内の明かり取り 工場（ICC)

グリーンカード 苗木の植樹 

バイオ生活廃水処理 YMDAのマナウス工場社屋 

事務所社屋 鋳造設備の放熱対策 

　YPMI（インドネシア）はモーターサイクル、ＡＴＶ、自動車

エンジン部品の鋳造および鍛造技術を基礎に一貫生産する

部品製造会社で、インドネシア西ジャワ州カラワンに位置し、

２００６年で創立１０周年を迎えます。 

　インドネシア国内でのＩＳＯ１４００１認証取得状況は、２５０～

３００社で環境に対する意識はまだ高いとはいえませんが、

ＹＰＭＩは鋳造・鍛造という高環境負荷工程を有することもあり、

全社をあげてＩＳＯ１４００１のシステム構築と運用、認証取得を

目標として活動を展開してきました。 

　その結果２００５年１１月にはインドネシアの

ヤマハグループの拠点として、最初の認証取得

を達成しました。２００４年から２００５年にかけて

はオートバイの生産数量が、１.５倍に増加する中

での活動のため、環境負荷低減にはかなり苦労

しましたが、「やるべき事は、やろう！」を合言葉

に活動を進めています。 

　２００５年度は認証取得のシステム構築が主な

活動でしたが、省資源では、鋳造工場での溶解

工程および造型工程でのガスメーターの取付けにはじまり､

燃料削減活動をプログラムに盛込み、LPG量削減に取組みま

した。 

　また廃棄物の削減では、政府指定の処理メーカーの選定か

ら廃棄物の分別、オイルの管理、ダイキャストの離型剤の廃棄

物削減にも取組みました。２００６年を迎えてエネルギー削減､

廃棄物削減に対する目標達成の活動はもとより、植林や公共

施設の清掃など、社外での活動を通じて社会の環境意識の形

成に貢献したいと考えています。 

 

 

※ ICC＝International Casting Co.,Ltd.

※ YPMI＝PT.Yamaha Motor Parts Manufacturing Indonesia

※ YMDA＝Yamaha Motor da Amazonia Ltda. 

    YMCDA＝Yamaha Motor Componentes da Amazonia Ltda. 

    YMDB＝Yamaha Motor do Brasil Ltda.

ICCの活動報告 YMDAの活動報告 

YPMIの活動報告 
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信頼され､選ばれる企業であり続けるために 

　　　　　　　　  社会分野の活動報告 

倫理的側面 

Ethical 
 

経済的側面 

Economic

社会的側面 

Social

環境的側面 

Environmental 

ヤマハ発動機グループは､人と人との心の結びつきを大切にし､ 

社会の一員として広く社会に責任を負う活動を積極的に行うとともに､ 

ＣＳＲの見地から見た価値観によって常に企業活動を見直す中で､ 

世界の人々と力を合わせて「持続可能な発展」をめざします。 

 

ヤマハ発動機 
グループの 
CSR
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お客さま満足のために 

　ヤマハ発動機グループは､創業以来､「品質絶対」「世界に

通用するものでなければ商品ではない」という強い理念を持

ちながら、高品質なモノづくりを追求し続けてきました。 

　お客さまの期待を超える価値を創造するために、「品質方針」

にもとづき、ヤマハブランドを付した全ての製品に対して品

質保証の充実・向上を図ってきました。 　 

　今後も、お客さまにご満足いただける品質を実現するため、

商品企画・開発設計から製造・販売・アフターサービスに至る

まで品質の管理を徹底していきます。　 

 

　ヤマハ発動機グループでは、３年毎に「中期製品品質方針」

を策定していますが、２００５年度は右記の中期製品品質方針

のもと、重点施策を設定し、さまざまな活動を展開しました。

中でも、品質ロスコストを低減させるために「市場問題の早

期解決と製品への反映」を重点的に取組み、またお客さまの

安全確保のために「問題点の早期顕在化と解決」や「再発防

止の徹底」に対して各事業部が取組みを進めました。 

　また、製品品質の保証を担保するために､ＣＳＲ統合会議と

の連携を図りながら、全社品質保証マネジメントシステムを

構築し､その効率的な運営とマネジメントサイクルの展開を

推進しています。 

■開発段階でのシミュレーション評価 

　ヤマハ発動機グループは､「設計品質」を支える取組

みとして､設計段階でのコンピュータ･シミュレーション

評価技術を導入しています。正確な解析評価を効率的

に行う一方で､自社内の試験設備や屋外テスト施設に

おいて、実機を用いた各種シミュレーションを行い､製

品の安全性、耐久性、快適性のチェックをはじめ､環境性

能などに関する測定を行い､品質確保を図っています。 

 

　ヤマハ発動機グループは､品質に対する指針として「品質

保証規程」を１９９１年４月に制定し､「品質方針」を含め品質保

証に対するきめ細かいルールを取り決めるとともに､グロー 

 

バルな体制を整備して､グループ全体で品質保証活動を推進

してきました。 

 

　ヤマハ発動機では、製品の安全性や耐久性はもとより、

ユーザビリティ向上を図りながら、お客さまに歓んでいただ

ける「最良品質」、つまり「ヤマハの品質」を追求してきました。 

　ヤマハ発動機の品質とは、お客さまのニーズが十分反映さ

れつつ安全性が確保され、適切な寿命を持ち、しかも使用段

階での機能が継続的に発揮できるだけでなく、お客さまに高

度の信頼と歓びを与えることのできる品質を意味します。 

　 

　但し、「ヤマハの品質」で良かったとお客さまにご満足いた

だくためには、品質に対して固定的な考えを持つのではなく、

時代の変遷や技術の進捗によって品質を普遍的に向上させ

ていくことが不可欠です。 

　ヤマハ発動機では、「ヤマハの品質」をめざし、総合的な品

質保証の確立と品質保証活動の継続的な推進を図っていき

ます。 

 

　ヤマハ発動機グループでは､各事業部毎に品質保証体制を

構築しています。代表取締役社長を最高責任者として、全社

方針の審議・決定を行う「製品保証委員会」を中心に、全社品

質保証に関する方針・計画の審議・答申や品質管理責任者が

置かれた各事業部・社内カンパニー・グループ会社間にまた

がる課題の調整・解決といった機能を果たす「品質保証部会」

が設置されています。　 

　また、ＰＤＣＡサイクルが有効に機能するように、品質保証

体制の確立・維持を図るとともに、全社品質保証活動を監視

する「お客様相談・品質グループ」を設けています。 

　　　　　　　   中期製品品質方針 

　「ヤマハブランド高揚」のために 
　・お客さまの安全と信頼を最優先に取組む 
　・品質ロスコストの低減により、事業効率を高める 
 

グローバル品質保証体制のさらなる強化に向けて 

　ヤマハ発動機グループの２００５年度の海外市場における売上高比率は約８７％であることを考える

と、グローバル規模で品質保証活動を展開することが重要です。 

　ＹＭＴ（台湾）では､２００２年度より日本向けスクーターの生産を開始し､現在は１２５ccまでの多様

なモデルの生産を手がけていますが､ヤマハ発動機本社工場と同レベルまで検査能力を強化させる

ために､２００３年６月から検査員資格制度の教育を開始しました。 

　２００４年１２月には､全過程を終了したＹＭＴの従業員７名が､海外工場としては初めて本社検査員資

格の認定を受け､品質向上に努めています。 

ヤマハブランド憲章の精神に則り､豊かな『感性』を尊重し、高品質主義､即ち選りすぐられた製品を 
効果的に具現化するために最良品質を指向し、最適水準の創出により、確かな製品安全性･信頼性を実現し、 

製品を通じて、常に顧客に信頼と歓びを提供する 

品質方針 

世界各国の電磁波障害規制に迅速に対応 
した電波暗室における電磁波障害テスト 

高低温環境試験室で人工降雪による 
雪入り凍結確認テスト 

ヤマハ発動機グループの品質方針 

ヤマハ発動機グループが考える品質 

 

ヤマハ発動機グループの品質保証体制　 

● ヤマハ発動機グループの品質保証体制の組織図 
 

ヤマハ発動機 
代表取締役社長 

事業の責任者 
 

ヤマハ発動機グループ 
各社社長 

 

品質統括役員 
 

品質管理責任者 
 

品質管理責任者 
 

製品保証委員会 
 

事務局 
お客様相談・ 
品質グループ 

● 品質保証部会 
● 品質統括役員 
　 事業部訪問  
● 指定重要問題 
　再発防止会議 
 

ヤマハ発動機グループで展開する品質保証活動　 

※YMT=Yamaha Motor Taiwan Co.,Ltd.

品質に対する基本的な考え方 
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● ヤマハ発動機グループの品質保証マネジメントシステム 

CSR統合会議 

棚卸しミーティング 

標準化・改善 

展開 

展開 

方針 

製品保証活動報告 

会社的課題の確認と 
方針の見直し 

品質保証部会 
事業間横通し 

品質統括役員事業部訪問 
品質統括役員による 

対象部門の進捗状況確認 

課題の確認と 
方針の見直し 

企業理念 

PLAN

PLAN

ACTION

CHECK

CHECK

DO DOACTION

製品保証委員会 

CSR統合会議 

製品保証委員会 
品
質
方
針 

P０：方針設定 
（目標）ガイドライン 

A０ 
A１ 事業部 

社内カンパニー 会　社 

P１ 

D１ 

C１ 

C０ 

D０ 

Report



お客さまの声の尊重　　　　 

　ヤマハ発動機グループでは、１９９２年にＣＣＳ運動を開始し

て以来、お客さま満足の維持・向上のために「人」に重点を置

きさまざまな活動を行ってきました。 

　１９９８年からはCCSセミナーの取組みが進んでいたYMUS

（米国）のCCSインストラクターが中心となり、主要な世界 

２３拠点に約１６０名のCCSインストラクターを養成し､販売 

会社や代理店に対するCS教育活動を進めてきました。 

　２００５年９月２０-２２日にはタイのバンコクで､世界各国から

ＣＣＳインストラクター約４０名が集まり､「グローバルＣＣＳ

ミーティング」を開催しました。 

　このミーティングでは､各国における活動報告や課題の共有､

今後の方向性などについて活発な議論が交わされました。 

パナマでの無料点検キャンペーン ベトナムでの無料点検キャンペーン 

 

各国コーディネーターによりプレゼンテーションと活発な話合いが行われた(タイ) ＹＭＫＩ（インドネシア）のＣＣＳミーティングでは 
優秀ディーラー表彰が行われた 
 

お客様相談窓口 

　ヤマハ発動機グループでは､「顧客の期待を超える価値の

創造」を経営理念の一つに掲げ､企業活動を行ってきました。 

　この経営理念を具現化するために、品質方針にもとづいた

商品企画・開発設計・製造といったモノづくりの過程のみなら

ず、販売・アフターサービスといった過程においても、お客さ

まの多様なニーズを的確に捉え、最良品質の製品・サービス

を提供できるよう全世界でさまざまな活動を展開しています。 

　１９９２年にはＣＣＳ（カスタマー・アンド・コミュニティー・サ

ティスファクション）運動を開始し、全グループ的な活動を推

進してきました。また、２００５年４月１日以降にヤマハ発動機が

日本国内で販売した二輪車の保証期間を従来の１年間から

２年間へ延長するなど、お客さまサービスの向上を図ってき

ました。 

　今後も、当社製品をお使いいただくお客さまが何を求め､

どうすればさらなる満足度を高めることができるかを､常にお

客さまの視点で考え､ユーザビリティの向上とアフターサービ

ス＆サポートを徹底していきます。 

ユーザビリティの追求に対する基本的な考え方 

 

　ヤマハ発動機では､１９９１年にお客さまの相談窓口を設置し、

「お客様相談 実行宣言」にもとづきながら、国内販売会社に

も駐在員を配置してお客さまの声を伺ってきました。 

　相談にあたる担当者は､お客さまにご満足・ご納得してい

ただくために、独自の「スキルマップ」を活用しながら対応ス

キルの向上を図るとともに､年間約１３０時間の教育・研修を

受け、迅速・的確・親切な対応を心がけています。 

　２００５年度は３１，０６６件のご相談をいただきましたが、 

 

お客さまのご意見やご要望は､当社が独自に開発したデータベー

スで一元管理するとともに、商品企画開発､品質保証､販売､サー

ビスなどの関連部門に

フィードバックされ､製品

作りや企業活動に有効に

活用されています。 

 

 

ヤマハ発動機グループのサービス向上体制　 

私たちは、お客さまからの相談・苦情に迅速
且つ公正に対処し、お客さま満足を高める
努力をします。 

私たちは、お客さまの声を社内に的確に伝
達し、製品およびサービスの改善に活かします。 

私たちは、お客さま対応は企業存立の根幹
と認識し、自らの研鑚に努めるとともに、社
内関係部門とのチームワークを強化します。 

第１条  
 
 

第２条  
 

第３条  
 
 

お客様相談 実行宣言 
 

　ヤマハ発動機グループの製品をお客さまに少しでも長く

お使いいただけるよう、ヤマハ発動機グループではお客さま

の市場に出向いて無料で点検整備を行う「無料点検キャン 

ペーン」を展開しています。 

　中南米のパナマでは､ヤマハマリンカンパニーとヤマハ 

熊本プロダクツの参加協力を得て､現地のマリン代理店とと

もに主要な漁港を巡回して点検整備や保守整備のポイントを

説明しました。また、ＹＭＶＮ（ベトナム）は二輪車用の移動式 

サービスショップをつくり､ベトナム全域６０ヵ所において無料

点検キャンペーンを実施しました。 

　今後も､お客さまとの接点となる販路（店づくりと接客） 

および商品の質を高める活動を推進していきます。 

● お客さまの声の流れ 
 

消費者相談機関 

社内・関連会社会議 
（随時開催） 

お客様相談窓口:駐在員 

販売会社 

販売店 

ヤマハ発動機 ： お客様相談窓口 

フリーダイヤル 
ダイヤルイン 
書簡 

お客さま 

業界団体・行政機関 社内関係部門 
各種リポート･イントラ 

 

● 「お客さまの声」（苦情・問い合わせ・要望）事業別比較 
　 （２００５年度） 
 

● 「お客さまの声」（苦情・問い合わせ・ご要望）の内訳 
 

二輪車 

６０％ 
 

電動ハイブリッド 
自転車 

２２％ 
 

マリン 

１５％ 
 

その他 

３％ 

お客様相談窓口の対応　 

無料点検キャンペーンでお客さまとの信頼を築く 

 

人を基本とした品質向上 

※YMUS : Yamaha Motor Corporation.U.S.A. 

※YMKI : PT.Yamaha Motor Kencana Indonesia

お客さまの声を製品開発に反映 

　ヤマハ発動機グループでは､製品開発に関して､常にお客さまの視点

に立った品質の確立をめざし、お客さまの声を真摯に受け止めています。 

　２００５年１０月に発表した２００６年モデルの「ＦＪＲ１３００Ａ/ＡＳ」も､

お客さまの声を製品開発に反映したモデルの一つです。

走行時の快適性・安心感を向上させるために体格やラ

イディングポジションに合わせて調節可能なシート、ウィ

ンドシールド、ハンドルポジションを実現しました。また､

身体が受ける空気の抵抗を減らしたり､熱を逃がすた

めの外装の形状変更も行いました。さらに、煩雑なク

ラッチ操作が不要になるよう、電子制御で自動化するシ

ステムを導入し、快適な乗り心地を実現させました。 

※YMVN : Yamaha Motor Vietnam Co.,Ltd.

苦情  
１２% 
 

お問い合わせ  

８７% 
 

ご要望  

１%

FJR１３００A   
前後方向に３段階調整可能な 
可変ハンドル 

可動幅を１３０ｍｍに拡大した 
電動可動式スクリーン 

５２ ５１ 



　少子高齢化が急速に進む中で、２００５年４月「改正育児・介護

休業法」や「次世代育成支援対策推進法」が施行されるなど、

企業には従業員の「ワークライフバランス」実現を支援する

取り組みが今まで以上に求められています。 

　ヤマハ発動機では､これまでも従業員が家庭生活と職業生

活の両立ができるよう、さまざまな支援制度を実施してきま

したが、これからも従業員の声に耳を傾けニーズを吟味しな

がら、働きやすい環境づくりを推進していきます。 

 

　ヤマハ発動機では「次世代育成支援対策推進法」施行に先

がけ、育児休職や介護休職、フレックス制度､介護に関する休

暇制度の整備や保育施設などの設置を通して、ワークライフ

バランスの実現を支援してきました。 

　１９９５年度からの育児休業取得者は、２００５年度までに約

７００名（うち男性取得者１０名）におよび、その復職率はほぼ

１００％です。また、２００５年４月には事業所内託児施設「わい

わいランド」を開所し､従業員が安心して働ける労働環境整

備を本格的に開始しました（２００５年１２月時点で２１名の従業

員の子どもが入所しています）。 

　このような取組みが評価され、２００５年７月には「静岡県男

女共同参画社会づくり活動に関する知事褒賞」を受賞しました。 

　また、２００６年度からは育児休職期間を１歳から２歳に 

 

延長するなど、今後も従業員に対しより働きやすい環境を提供し

ていきたいと考えています。 

　ヤマハ発動機グループでは､多様な職場環境の中で働く従

業員の安心･安全を守る取組みとして､「安全衛生基本方針」

のもと､「労働安全」「労働衛生」「健康づくり」の３本のテー

マを掲げて安全衛生活動を推進しています。　 

　それぞれのテーマでは､重点項目と中期目標を設定する 

とともに､年度毎の目標を立てて具体的な活動を推進してい

ます。 

　さらに､ヤマハ発動機グループでは､交通安全への取組み

も重視し､交通安全活動を本部･支部にて広く展開しています。 

 

　ヤマハ発動機では､活力ある組織の原動力となる従業員の

心と体の健康管理に対して重く受止め､職場における健康づ

くり活動を推進しています。 

　活動の推進組織としてウェルビー委員会を設置し、生活習

慣改善支援策として保健指導（肥満者率低下）や一次予防活

動（歩け歩け運動など）に取組んでいます。２００５年度におけ  

　 

る歩け歩け運動参加者率は、７０％強となっています。 

　メンタルヘルスケアとしては､管理監督者への教育徹底を

行う一方で､２００４年度から心の健康診断を全社導入しました。

　今後はさらなる相談体制の拡大を図り、未然予防への取組

みを強化しています。 

 

　労働安全衛生マネジメントシステムをより効果的に推進す

るために、従来の職場環境基準を改定、２００５年度の目標であ

った「衛生管理基準の改訂」を実行し、２００５年６月から適用し

ています。 

　また、衛生管理基準にもとづくチェックリストを作成し、職場

の衛生点検に活用しています。産業医の職場巡視などを通じ

て、実態の把握と継続的な改善を推進しています。 

 

　２００５年度は「安全衛生管理の推進と実践」を重点項目と

して掲げ、労働安全衛生マネジメントシステム（OSH-MS）の

導入・運用を開始しました。 

　中央安全衛生委員会が中心となり、部門毎の体制や手順類

の整備および展開を図るとともに、２００５年度の目標であった

システム監査推進のための内部監査員養成や第三者機関に

よる認証（JISHA方式適格認定）を受けました。 　 

　今後は、OSH-MSをグループ関連会社に展開するとともに、

海外版マニュアルの整備や主要拠点への横展開を図りなが

らグループ一丸となって、継続的な改善に取組んでいきます。 

　　　　　　　　　　　　　  　　　　　安全衛生基本方針 

　　ヤマハ発動機は､人々に感動と豊かな生活を常に提供し続ける企業であり､その事業活動を支える社員の 

　安全と生命を守ることが､健全な企業運営の基盤であると考えます。 

　　この基本的な考えのもと､全員参加で働く一人ひとりが安心して健康に働ける環境づくりを推進します。 

　１．職場に潜む危険･有害要因の排除活動を継続的に実施する 

　２．安全衛生関係法令および各種社内規則･ルールを遵守する 

　３．これらの実現のために適切な安全衛生の仕組みを確立し､運用する 

育児（介護）両立支援制度 
 

育児休職 
 

介護休職 

 
看護休暇 
 

フレックスタイム制度 

 
勤務の軽減 
 

その他 

                           　 内容 
 
産前産後休暇の翌日以降、子女の満２才の誕生日 
まで休職可能 
 
１年以内で本人が申請する期間休職可能 
 
小学校就学前の子どもを看護するための休職を 
年間５日まで取得可能 
 
６：２０～２１：４５の時間内で労働時間を設定 
＊コアタイム１０：１５～１５：００または１０：１０～１０：４５ 
 
小学校就学の始期に達するまでの子どもを養育する 
従業員、または家族を介護する従業員に対しては、 
時間外労働の制限や深夜業務が免除される 
 
・定時退社デーの設定（毎週水・金曜日・給与日・賞与日） 
・３日連続有休取得（３０歳以上は５歳毎に５日連続取得） 

● ヤマハ発動機の主な育児（介護）支援制度 

 

 

 

 

●４歳と３歳のお二人のお子さまを預けておられるんですね。 

　そうです。上が男の子で､下が女の子です。 

●「わいわいランド」ができるまでは､どうされていたのですか？ 

　市が認可した保育園で預ってもらっていました。そこも職場から

そう遠くなくて､子どもたちにとてもよくしてくれていたのですが､

どうしても保育園と会社の休みが合わない場合は､二人のどちらか

が休暇をとって子どもの世話をしていたので､会社の稼働日に合わ

せた対応をとってくれる「わいわいランド」に移ったというわけです。 

●「わいわいランド」を利用されての印象はいかがですか？ 

　今までは､休暇を取って対応していたとはいえ､休んだ時はどうし

ても職場の同僚に対して迷惑を掛けてしまったなといった後ろめた

さが付きまとっていました。 

　今はそうした気遣いは皆無なので､本当に仕事と家庭の生活が両

立できて助かっています。それと､子どもの具合が悪くなった時も､

緊急の場合は別ですが、お迎えの調整をとる余裕をもってくれます。

一般の保育園よりは仕事を理解してくれて､とても助かっています。

そして何より､施設の方も親も同じ会社の仲間であることが､安心

できますね。 

●職場の周囲の反応はいかがですか？ 

　今は開所したばかりなので園児の数は少ないですが､職場の仲

間で産休を取っている方も多いので､何かと様子を聞かれています。

そういう方には､是非どうぞとお勧めしているんですよ。知っている

仲間が加われば､ますます安心できるでしょうし､助け合うこともで

きるので､率先して宣伝しているんです。 

安心して仕事に専念できるのが 
嬉しいですね。 
 

社内保育所「わいわいランド」；利用者インタビュー 

大達康弘さん  
（ＭＣ事業本部ＭＣ開発室ボディ開発グループ） 

大達さな枝さん 
（人材開発ユニット安全健康推進グループ） 

● 労働災害発生率の推移（ヤマハ発動機単独） 

度数率推移 

２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 

２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 

０．４ 

０．３ 

０．２ 

０．１ 

０ 

０．３６ 

０．１８ 

０．３１ 

強度率推移 

０．００８ 

０．００６ 

０．００４ 

０．００２ 

０ 

０．００３ ０．００３ 

０．００２ 

＊２００５年度の度数率２００４年度より改善しました。今後も、労働安全衛生マネ    
　ジメントの運用を確実に推進し、労働災害の撲滅を図っていきます。 

労働安全 

 

労働衛生 

健康づくり 

 

仕事と家庭の両立支援 

 

従業員とともに　 
 
 労働安全衛生 ワークライフバランスの取組み 

５３ ５４ 

社内保育所「わいわいランド」 遠足での大達さんご家族 



　ヤマハ発動機グループは、会社と個人が高い志を共有し、

研鑽しあい、協力しあい、成長しあい、喜びを分かちあえる関

係（ビジネス・パートナーシップ）の構築をめざしています。 

　この実現に向けて、「個人は自己責任を持ち市場価値を高め､会

社は個人に対して魅力ある環境づくりを行う」という考えをグ

ループ全体で共有し、さまざまな人事施策を実践しています。 

　ヤマハ発動機ではグローバルな視点をもって海外・国内ど

こでも活躍できる人材を育成することを目的に海外実務研

修を行っています。 

　より多様化する国際社会に通用する人材を育成するために､

２００６年度からは休止していた海外留学制度も復活させ、若

手のグローバル人材育成プログラムを強化していきます。 

　また､全社的な人材育成では､従業員それぞれの使命と役

割に応じて最大に能力を発揮していけるよう､新たな人材マ

ネジメント施策の構築を進めてきました。 

　２００６年度からは「マルチスキル度」と「グローバル度」に

基準を置いた人材育成がスタートします。 

 

　人材育成には、画一的なモデルやパターンがあるわけでは

ありません。一人ひとり違ったキャリアアップの道があります。

そして、環境が激変する中では、そのステップを所属・役職な

どの現在の延長線上で考え描くのではなく、「自らの意志にも

とづき、将来の自らの価値を設計する」というセルフ・バリュー・

デザイン(自己価値設計)の考え方が必要です。 

　ヤマハ発動機では、１９８８年に社内人材公募制度である 

 

「セルフ・バリュー･チャレンジ制度」を導入して以来、「全社

的解決課題」「海外駐在による挑戦的テーマ」あるいは新規

プロジェクトの立ち上げに際して、その要員を全社から広く

募集してきました。 

　制度に応募する際は上司の承認は不要で、２００５年１２月ま

でに１３５件の公募を実施し、９４名の異動が成立しています。 

 

　企業価値の継続的な向上と将来のヤマハ発動機グループ

の経営を担う人材を育成することを目的として、ヤマハ発動機

では２００３年４月から「ヤマハビジネススクール（ＹＢＳ）」を開

催しています。 

　経営者を囲んで行う経営塾、外部講師を招いて実施するテー

マ別セッション、各種専門家による自己開発プログラムをカリ

　 

キュラムに組込み、ヤマハ発動機における「経営の遺伝子」

を継承し、１０年、２０年先の競争力の維持・向上に努めています。 

　２００５年度は７０名が受講し、受講者からは、「経営者の想い

に触れ、大きな刺激を受けた」、「外部との交流は大きな刺激

になった」といった声が聞かれました。また、９０％以上の職

場上司が受講者に良い変化があったと評価しています。 

 

　ヤマハ発動機グループでは､障害者雇用への取組みとして､

「障害者と健常者が一緒に就労できる職場運営を行う」とい

う基本方針のもと､障害者を積極的に採用してきました。 

　障害者雇用の社内推進役として､取締役を委員長とする 

「障害者雇用促進委員会」を設置し､各部門に担当委員を置 

 

いて､雇用の場の拡大や採用･募集活動の強化に努めてきま

した。 

　結果として、ヤマハ発動機の２００５年度における障害者雇用

率は２.１８％となり、法定雇用率１.８％を達成しています。 

 

人材育成 

　ヤマハ発動機グループでは従業員の多様性に関して、「倫

理行動規範」の中で身体・性格・価値観・思想・信条などによる

差別や誹謗中傷を禁止することを明文化し、働きやすい職場

環境の実現に努めています。 

 

　ヤマハ発動機グループでは､職場におけるセクシャルハラ

スメントを禁止する取組みを強化しています。 

　セクハラの防止対策としては「倫理行動規範」においてセ

クハラ禁止を明文化するとともに、「セクハラ相談窓口」を設

置し、相談人のプライバシーを保護した上で、事実関係を迅速・

公正に確認する仕組みを整備しています。また、策定した活

動計画をもとに、新任基幹職・監督職を対象とした教育活動

を行ったり、全女性従業員に向けてセクハラ相談窓口の周知

徹底を図るとともに、一般従業員研修を実施しています。 

　セクハラに関する現状を把握するために２００４年度から実

施しているアンケート調査では、相談窓口に対する認知度が

２００４年度比で約２０％も増加しました。但し、知っていても相談

しようと思う人の割合が２％減少していることがわかりました。 

　今後は、セミナーなどを開催しセクハラに対する職場での

意識を一層高め、相談員のスキルアップを図るとともに、相談

窓口を社報を通じてアピールしながら、快適な職場づくりを

進めていきます。 

多様性を大切にした職場づくり 

 〈語学〉 
　海外要員育成、プライベートレッスン、異文化コミュニケーション、 
　英会話(上級・中級・初級）、中国語会話（上級・中級・初級・入門）、 
　スペイン語会話（上級・中級・初級・入門）、 
　英語ビジネススキル養成講座（ビジネスライティング、プレゼンテー
　ション、ネゴシエーション、ミーティング＆ディスカッション） 

〈技術講座〉 
　エンジン技術、製造技術、材料技術、 
　計測・解析技術、技術一般、 
　開発工学、車体技術、メカトロ技術、知的財産　他 

〈通信教育〉 
　e-ラーニングコース、ビジネススキルコース、OA関連コース、 
　生産・技術関連コース、語学関連コース、 
　資格・検定・ビジネスキャリア制度コース　他 

　ヤマハ発動機では､多種多様な自己啓発プログラムを用意

し、「知識やスキルを習得したい！」という従業員の意欲に応

えるために､さまざまな講座を提供しています。 

　英語をはじめとする語学講座やプレゼンテーション､また､

より幅広い知識・ノウハウを得るための技術講座の体系が整

備されています。 

　これからも、従業員の多

様なニーズを吸い上げな

がら、従業員の能力向上を

支援し、お客さまに一層ご

満足いただける製品・サー

ビスを提供していきます。 

障害者とのコミュニケーション活動の充実 

　ヤマハ発動機では、障害者を多面的に支援するために聴覚障害

をお持ちの方を対象として、職場懇談会を実施しました。その中で、

「障害者と健常者の間でもっと交流ができるようにして欲しい」と

のご意見をいただき、コミュニケーション手段や体制の整備を実施

しました。 

　例えば、聴覚障害者が講師を務める「手話サークル」（毎月２回実

施）や障害者が企画・運営する新年会、秋のスポーツ大会を実施し、

コミュニケーションの向上を図りました。 

 

　今後は、障害者の受け入れ態勢を整備するとともに、障害者に対

する理解をさらに深めていきたいと考えています。 

● ２００５年度新入従業員の入社状況 

● ヤマハ発動機グループの地域別従業員分布 

北米 

欧州 

その他（大洋州・中南米） 

アジア 

日本 

３９,３８１名 
４２％ 

３５％ 

８％ 

８％ 
７％ 

性別 

男 

女 

計 

技術系 

８７名 

  ３名 

９０名 

事務系 

１３名 

  ７名 

２０名 

製造系 

３２名 

  ６名 

３８名 

グローバルでマルチな人材育成のために 

多彩な「自己啓発プログラム」 

 

快適な職場づくり 

ノーマライゼーションを職場に反映 

 

 
「セルフ・バリュー･チャレンジ制度」の実施 

 

ヤマハビジネススクール 

５５ ５６ 



社会貢献活動への取組み 

　ヤマハ発動機グループにとって､社会貢献活動とは､今日あ

ることへの感謝であり､恩返しであり､世界中の人々とともに､

真に豊かな世界を築いていくために必要不可欠な明日への

糧と考えています。 

　ヤマハ発動機グループの｢社会貢献活動ビジョン｣は､そう

した思いを込めて制定したものであり､当社の社訓にも繋が

る思想となっています。 

 

　企業のグローバル化の流れを受けて､国内外から期待され

る企業の役割に敏感に対応し､社訓に謳った｢企業活動を通

じた国家社会への貢献｣を世界に広げ､企業の社会貢献活動

をより一層強化していくために､ヤマハ発動機グループでは

社会貢献活動の基本方針を､活動領域と行動指針として制定

しています。 

世界各地の地域社会と深い関わりを持っているヤマハ発動機は、地球的規模で積極的に社会貢献活動に取組み、 

良き地球市民として、「ワクワクする感動を共有しながら、真に豊かな世界を築いていくための人づくり・社会づくり」に 

貢献することで､世界中の多くの人々から信頼され､持続可能な発展に寄与する企業をめざします。 

■活動領域 

これまで培ってきた人材・技術・ノウハウなど､多面的な経営資源を有効に活用し､特に下記の６分野を活動領域とし､ 

地域社会との良好なリレーションを構築しながら､豊かな人づくり・社会づくりをめざします。 

 
　１．世界各地の人々と感動を共有するスポーツ振興活動 

　２．安全・安心をサポートする安全普及活動 

　３．豊かな自然環境の保存と再生に向けた環境保全活動 

　４．技術やノウハウを活かした教育・学術研究活動 

　５．思いやり・優しさを提供する社会福祉・国際交流活動 

　６．地震などの緊急時に製品を活かした災害支援活動 

社会貢献活動の実績 

スポーツ振興活動 

ヤマハ発動機グループの「社会貢献活動 基本方針」 

ヤマハ発動機グループの「社会貢献活動 ビジョン」 

● ヤマハ発動機グループの分野別 

　 社会貢献活動金額換算比率 

その他 

３％ 

スポーツ 
振興活動 

災害支援活動 

社会福祉・ 
国際交流活動 

教育・学術 
研究活動 

環境保全活動 

安全普及活動 

３８％ 

２４％ 

１６％ 

８％ 

６％ 
５％ 

■行動指針 

１．企業として､地域社会に対する社会貢献活動はもとより、 

　企業の構成員となる従業員一人ひとりも、ヤマハ発動機 

　グループの社会貢献活動ビジョンを実現させる代表者で 

　あることを強く意識し､主体的に活動していきます。 

２．国内・海外を問わず､グループ企業との連携を強化し､ 

　地球的規模で社会貢献活動に取組みます。 

トップリーグ「ヤマハ発動機ジュビロ」 
ジャパンラグビートップリーグで「頂点」をめざし活躍する「ヤマハ

発動機ジュビロ」は、スポーツ振興に力を注ぐ当社の社内スポーツ

クラブの顔でもあります。

ゲームに勝つことはも

ちろんのこと、ラグビー

普及のため底辺の拡大

や地域社会との交流も

積極的に行っています。 

 

Ｊリーグ･チーム「ジュビロ磐田」 
名実ともにプロサッカーチームのトップクラスとして活躍する「ジュ

ビロ磐田」は、ヤマハ発動機サッカー部が前身。地区リーグ、日本リー

グと活躍し、Ｊリーグが発足すると同時に社内スポーツクラブから

現在のクラブチームへと飛躍

を遂げました。現在、ヤマハ発

動機は「ジュビロ磐田」のオフィ

シャルスポンサーという立場で、

サッカーの普及や地域活性化

の支援を積極的に行っています。 

q「YAMAHAスポーツ文化フォーラム２００５」を開

催:ヤマハ発動機プール事業部は、｢YAMAHAスポー

ツ文化フォーラム２００５｣を全国６都市で開催しました。

各会場では、｢あるべきプール、ありたいプール」をテー

マに民間に開かれつつある公共施設の管理運営に

関する講演と、パネルディスカッションを行いました。 

 

wヤマハジュビロサッカースクールの運営:約３０年

の歴史を持つヤマハジュビロサッカースクールは、

ヤマハ発動機本社周辺の６会場で開催され、幼児か

ら中学生まで約１,７００名の生徒が在籍しています。

また、ジュビロ磐田のJリーグ参入を機に創設され

た小・中学生年代の全国大会「ジュビロカップ」は毎

年５回開催され、１大会あたり５００～６００名の少年た

ちが熱戦を繰り広げています。 

 

e「第１３回JMPFジュニアチャンピオンレガッタ」

を支援:ヤマハ発動機が支援する（財）日本マリンス

ポーツ普及教育振興財団では、青少年の健全育成と

競技力向上を目的として、３月１９日～２１日の３日間、

１８歳未満のジュニアセイラーを対象にしたディンギー

ヨットの全国大会「１３回JMPFジュニアチャンピ

オンレガッタ」（会場：浜名湖）を開催しました。大会

２日目には塩谷文部科学副大臣が来場し、海上から

選手を激励しました。 

 

rサッカーの国際親善試合に日本人学校の生徒を

招待:YMVN（ベトナム）では、５月２８日、「ベトナム

選抜 対 ジュビロ磐田（日本）」のサッカー国際親善

試合（会場：ハノイ・ナショナル・スタジアム）を企画・

開催し、この試合にハノイ日本人学校の生徒や家族、

先生など、合わせて２００名以上を招待しました。 

t静岡県西部で小・中学校へのラグビー指導を展開: 

２年目を迎えたヤマハ発動機ラグビー部による静岡

県西部の小・中学生へのラグビー指導は、小学校１１校、

中学校３校まで拡大し、合計約１３０回の授業やクラ

ブ活動を行いました。ヤマハ発動機ジュビロの選手

やコーチらも積極的に参加して、学校や生徒から大

きな反響を得ています。また、毎年４月にスタートす

る「ヤマハ発動機ラグビースクール」は、幼稚園年

長から中学生までを対象に、OBや現役選手、コーチ

らが指導にあたっています。２００５年度は対外試合 

５試合に加え、父兄を対象とした栄養講習会も実施

したほか、５年生以上はラグビーのメッカである菅平

高原で合宿を行いました。現在このスクールには約

２００名の生徒が在籍しています。 

y「ヨーロッパ少年剣道練成大会」に協賛・協力: 

YMENV（オランダ）では、２月２６日、オランダで開

催された「ヨーロッパ少年剣道練成大会（古谷杯）」

に協賛企業として参加しました。また、この大会では、

ヤマハ発動機のヨーロッパ駐在員およびYMENV

の従業員とその家族が運営に協力しました。 

 

スポーツの頂点も見据えて ： ラグビーとサッカーの２つの「ジュビロ」をサポートするヤマハ発動機 

Photo/Y.F.C. JUBILO

※YMVN=Yamaha Motor Vietnam Co.,Ltd.   
   YMENV=Yamaha Motor Europe N.V. 

社会貢献活動に対する考え方 

　社会の｢持続可能な発展｣を可能とするために社会的責任

を果たし､かつ企業の｢持続可能な価値創造｣や｢競争力の 

強化｣をめざすことが求められている中で､ヤマハ発動機 

グループでは､社会的責任を担う活動のひとつとして、さまざ

まな社会貢献活動に取組んできました。 

　さらに､そうした社会貢献活動をグループ企業全体で継続

的に推進していくために､２００４年６月に「ヤマハ発動機 

グループ：社会貢献活動方針」を策定しています。 

５８ ５７ 
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環境保全活動 

安全普及活動 

qインストラクター育成活動を展開:ヤマハ発動機

グループでは、二輪車需要の高まるアセアン各国に

おいて、安全運転のインストラクターを育成する諸

活動を積極的に展開しています。また、新たに安全

運転に必要な知識を科学的に紹介する「YSRS 

（ヤマハ・セーフティ・ライディング・サイエンス）」と

いう教材を開発し、各国で開催される安全乗り方教

室にて活用しています。YMVN（ベトナム）では全

国５１大学、1企業、１団体を対象に安全乗り方教室を

開催し、テレビのニュースでも大きく取り上げられ

たことから交通安全に取組む姿勢が高く評価されま

した。２００５年はアセアン地域において同講習を６６

回実施し、合計８,８７４名が受講しました。 

wYRA（ヤマハ・ライディング・アカデミー）を展開： 

ヤマハ発動機グループでは、二輪車の正しい取扱い

を身につけていただくための講習会「YRA（ヤマハ・

ライディング・アカデミー）」を、中近東、アフリカ、 

ロシア、中南米の各地域で展開し、２００５年は合計で

１７４名が受講しました。「YRA」は主に現地代理店

の安全乗り方教室をサポートする形で開催され、二

輪車ユーザーや各種団体、警察を対象に実施してい

ます。 

e親子バイク教室を国内展開：親と子の絆を深める

「親子バイク教室」。ＴＶゲームなどでは得られない

実体験による感動を通じて子供たちの健全な育成

が期待できるこの活動を、２００５年はヤマハ発動機

販売を主体として日本国内の１７会場で開催し、合計

６３６組の親子が参加しました。 

r四輪バギー車の安全運転指導活動を展開：四輪

バギー車（ATV）を安全に楽しんでいただくために、

２００５年はインストラクター育成の講習会をメキシコ、

プエルトリコ、クウェート、オマーン、南アフリカ、ガデ

ローペの各地域で行いました。また、お客さまを対

象にした安全運転講習会も、欧米をはじめブラジル、

韓国、日本、ベリーズ、コスタリカ、パナマ、ガテマラ、

香港、キプロスで実施しました。 

t安全運転の技能講習会を開催：TYM（タイ）は、社

訓に“健全な国民として、私たちは環境への配慮の下

で、道徳的・社会的にビジネスを展開する”との意思

を明確にしています。中でも最も優先すべき事として

取組んでいるのが安全運転促進のためのプログラム

です。全国的に展開しているのは、学生と一般を対象

とした安全運転の技能講習の開催やヘルメットの寄付､

二輪車エンジンとテクニカル・マニュアルの職業訓練

校への寄付､政府と共同で促進するセーフティー・ラ

イディング・キャンペーン（ライト点灯、ヘルメット着用）

です。安全運転の技能講習では､タイ全土から２,０００

名を超える参加者を集めています。 

 

qCCSキャンペーン－東南アジア各国でクリーン

作戦展開：ヤマハ発動機ＭＥカンパニーを中心に､東

南アジア各国マリン代理店は“Beautiful Oceans 

Forever”のスローガンのもと､各地の特性に合わ

せた環境保全活動などを通じて地域への貢献をし

ています。フィリピンでは４月１６日に観光･漁業の拠

点マニラ湾で､学生が中心に参加したフィリピン１０１

海岸警備隊､マニラヨットクラブ､環境資源局主催の

「Manila Bay Clean-Up」にボートを提供し､運営

に協力しました。また､マレーシアでは５月２０日にペ

ナン州ペナン島でペナン島テルククンバル地方議

会と協働し､同島ビーチを住民･漁民７０名余ととも

に清掃､６月５日にはトレンガヌ州の大漁村カンプン

セベランナランで船外機オイルの空缶回収を中心

とした清掃を行いました。さらにインドネシアの北

スラワシ州ブナカン島国立公園で､８月１１日にダイ

ビングセンターと地域の人 ８々７名の参加を得て清

掃を実施し､TVや新聞にも報道され大きな話題と

なりました。 

 

スポーツ振興活動 
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環境保全活動 
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w全国にPASステーションを開設：１９９３年にヤマハ

発動機が世界で初めて開発した電動ハイブリッド自

転車「ＰＡＳ」は、“地球に優しく、人に優しい新世代の

パーソナルコミューター”として人々の生活に溶け

込んでいます。そして環境意識の高い自治体や観

光協会、企業などにおいては､ＰＡＳを利用したレン

タサイクルシステムや共同利用システムが導入され、

併せて充電ステーションなどのインフラ整備に力を

入れています。これらの充電ステーションやマン

ションなどにおける共用利用システムは、全国２４ヵ所

に設置され、環境に優しい街づくりを提案しています。 

e地域とともに植林活動を実施：ヤマハ発動機が主

催し、ヤマハ発動機販売と（財）オイスカ静岡県支部・

磐田市の環境を考える会の協賛により、４月３日に旧・

豊岡村の山林「杣（そま）の里」に植林を行いました。

ヤマハ発動機販売からは、エレクトリックコミューター

「Pａｓｓｏｌ」や電動ハイブリッド自転車「PAS」の売

上金の一部が苗木代として贈呈されました。当日は

グループ会社や取引会社１３社の従業員および家族

に加え、一般市民やアジアからの留学生も集まり、 

合計で１６０名が参加。さらに７月には４５名、１２月に

は４１名が参加して、「杣の里」の雑草除去が行われ

ました。 

r国内外グループ３１社が参加した「４万人のV作戦」：

ヤマハ発動機グループは、地域環境の改善を目的と

して、２００４年に続き２回目の「地球にいいこと！４万人

のV（ボランティア）作戦」を実施しました。２００５年は、

国内２５社、海外６社から家族を合わせて２万  

１,９１１名が参加して、事業所周辺と地域の海岸や河

川のクリーン作戦および植林活動などを行いました。 

t産官学民協働プロジェクトを統括：２００５年度に静

岡県知事特命プロジェクト｢快適空間“佐鳴湖”の創造｣

が３ヵ年計画でスタートしました。佐鳴湖は日本一水

質が悪い湖として知られていますが､その流域環境

を改善し市民に親しまれる湖にしようとプロジェクト

が立ち上がったものです。静岡県はこれまでの

ヤマハ発動機の環境取組みを評価し､また企業のマ

ネジメントスタイルを期待して統括マネージャーを

委託。県内大学・公設試験場と研究・コンセプトづく

りが進められています。２００６年は､同時にこれまで

検討してきた行政の枠にとらわれない産官民協働

活動を具体的に展開する予定です。 

yビーチクリーン作戦＆子ガメ放流会で「パートナー

シップ大賞」受賞：１５回目を迎えた「ビーチクリーン

作戦＆子ガメ放流会」は、２００５年度も遠州灘の竜洋

浜と中田島砂丘の２会場で開催されました。NPO法

人サンクチュアリ・エヌピーオーとの協働によるこの

イベントには、ヤマハ発動機グループ１２社から家族

連れが約１,１００名参加して、浜辺の清掃活動と子ガ

メの放流を行いました。この日に回収したゴミは１.２

トンで、子ガメを約１,０００匹放流しました。なお､こ

の活動が企業とNPOとの素晴らしい協働事業に対

して贈られる「パートナーシップ大賞」（主催：NPO

法人パートナーシップ・サポートセンター、（財）さわ

やか財団）に輝きました。 

u「３３％プログラム」リサイクル推進を地域と展開：

YMMC（米国）では､２００１年より、廃棄物とその処

理費用削減による利益を、１．大学奨学金､２.従業員

プログラム､３.地域の環境改善と教育活動に３３％ず

つ還元する「３３％プログラム」に取組んでいます。

お客さま、地域社会、従業員にできる限りの廃棄物

削減を約束し、リターナブル・パッケージ使用を増や

し仕入・販売時の廃棄物削減に努めると同時に、地

域の環境改善をサポートするものです。５年間で１５件

の奨学金支給、地域環境・教育支援として２００５年は

Cochran Mill Nature Center Fall Festivalな

どへボランティア参加しました。この活動で、２００５年、

ジョージア環境保護・汚濁防止局からブルーリボン

産業パートナー賞を、ジョージア大気廃棄物管理協

会から固形廃棄物に関する環境賞を受賞しました。 

i「ヤマハの森」プロジェクトがスタート：ヤマハ 

発動機とヤマハ株式会社の共同により、インドネシ

アの西ジャワ州スカブミ県にて「ヤマハの森」プロジェ

クトがスタート。１２月１１日にはスカブミ県知事をは

じめ地元の方々の参加協力を得て、YIMM（インド

ネシア）をはじめとする両社の現地法人、マリン代

理店により第１回目の植樹が行われました。５年計画

によるこのプロジェクトは、スカブミ県の約１２０ヘク

タールの土地に、マホガニー、チーク、センゴンなど

の苗木１５～２０万本を植え、自然に近い森の再生を

めざすものです。また、この活動を通じ、地元住民へ

の農業指導、周辺小・中学校への教育施設支援等も

合わせて行い、（財）オイスカの協力のもとでインド

ネシアの環境保全や村の活性化、地域社会への貢

献を進めていく予定です。 

※YMVN=Yamaha Motor Vietnam Co.,Ltd. 
   TYM=Thai Yamaha Motor Co.,Ltd.  

※ＹＭＭＣ=Yamaha Motor Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ of America   ＹIＭＭ=PT.Yamaha Indonesia Motor Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ 
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教育･学術研究活動 

社会福祉･国際交流活動 

q「エンジン分解組立教室」と「ウインドカー工作

教室」を開催 :ヤマハ発動機の従業員を中心に５０名

で構成されるボランティア団体・おもしろエンジンラ

ボでは、子供たちに機械や工具に触れる機会を提供

し、「ものづくり」や「創意工夫」の楽しさを知っても

らうことを目的に、「エンジン分解組立教室」と「ウ

インドカー工作教室」を開催しています。２００５年度

は「エンジン分解組立教室」を５回、「ウインドカー工

作教室」を９回開催し、合計で５２７名の子どもたちが

参加しました。 

 

w第１７回「水辺の風景画コンテスト」を支援:  

ヤマハ発動機が支援する（財）日本マリンスポーツ

普及教育振興財団による「水辺の風景画コンテスト」

に、２００５年は４,２６６作品が寄せられました。今回は

幼稚園や小学校に対してマリーナや漁港での写生

大会を働きかけたことから、海でのレジャーや働く人々

の様子をいきいきと描いた作品が多数集まりました。

また入賞した作品は、東京国際ボートショーの会場

や各地のマリーナなどで展示されました。 

 

e静岡産業大学、静岡理工科大学、東京工業大学で

「企業講座」を開催 :ヤマハ発動機では、静岡理工科

大で「工業経営」「自動車工学」、東工大で「機械創造

基礎」の「企業講座」を行いました。また、静岡産業

大学でも「製造業の基本機能とその役割」などの産

官学連携寄付講座を開講しています。モーターサイ

クル製造企業の活動を「基本機能研究／開発」、「製

造」、「販売／サービス」の３つに大別し、それぞれの

専門分野の従業員が講義を担当、講座の最後には

当社会長による経営全般にかかわる特別講義も行っ

ています。２００５年度は後期で１１５名の学生が受講し

ました。 

rベトナムの小学生に文房具を寄付 :YMVN（ベト

ナム）では、３年前から地域の小学生に文房具の寄付

を行っています。２００５年度は５つの地域（ソクスン、

ハイフォン、ダナン、カントー、ニャチャン）の児童 

３５万２,５１１人の児童に文房具の寄付を行いました。 

 

qカンボジアの病院に浄水システムを設置：カンボ

ジアの保健省とのモニター契約にもとづいて、バティ

ミエンチャイ州のモンコールボレイ病院に、当社製

の表流水を浄化するコンテナ型緩速ろ過システム

を設置しました。毎日きれいな水を供給して、病院

の衛生改善に役立っており、システムの運営および

維持管理は院長をはじめ病院スタッフにより行われ

ています。この浄水システムは、２０００年にインドネ

シア農村部の深刻な水事情改善のため村人が自主

運営・管理できる「自然の仕組みを利用した小規模

給水システム」です。現在ではシステムの普及を目

的としたモニター活動の一環として、インドネシア、

カンボジアなど東南アジア５ヵ国・７ヵ所にコンテナ

型緩速ろ過システムを設置し、現地政府機関と協力

しながらさらに高い信頼性をめざした活動を続けて

います。 

 

 

 

 

w盲導犬の育成資金を募る「ヤマハナイスライド募金」: 

ヤマハ発動機販売では、「目の不自由な方たちに盲

導犬を贈ろう」のスローガンのもと、盲導犬の育成

資金を募る「ヤマハナイスライド募金」を積極的に

展開しています。活動１６年目となる２００５年度は、全

国のヤマハ二輪販売店の店頭や各種イベント会場

での募金活動をはじめ、全日本選手権に出場する 

ヤマハライダーやレース関係者からの協力もあり、合

わせて１２５万２,３０３円を（財）日本盲導犬協会に寄付

しました。 

e「愛・地球博」で水の大切さをアピール：｢愛・地球

博｣の国連館で行われた国連大学共同フォーラム｢人

間と水 ～飲料水と沿岸の環境保全への取組み｣にて、

ヤマハ発動機コーポレートＲ＆Ｄ本部アクア環境事

業推進室が「カラワン（インドネシア）の飲料水プロジェ

クト。そして、未来へ！」、また海外市場開拓事業部が

「沿岸漁業支援と漁業資源保全活動」の講演を行い、

それぞれ水の大切さとヤマハ発動機グループの技

術と商品を通じた取組みについて紹介しました。 

スポーツ振興活動 

安全普及活動 

環境保全活動 

教育・学術研究活動 

社会福祉・国際交流活動 

災害支援活動 

 

災害支援活動・その他 

rアフリカの貧困問題に取組む医療機関へ寄付: 

ＹＭＩＴ（イタリア）では､アフリカの貧困のために活

動しているA.M.R.E.F. Italia Onlusをはじめ､ギニ

アのビサウにあるテクニカル・プロフェッショナルス

クールを推進するPontificio Istituto Missioni 

Estere，ダウン症候群や白血病、虐待、愛情の無い

家族などの子供たちを支援する医師集団

Associazione Medici Brianza & Milanoに対

して､二輪車や義援金を提供しています。 

 

t貧困層の青少年に社会参加を促す運動を展開： 

ＹＭＤＢ（ブラジル）では､従業員による社会福祉活

動として精神障害児福祉施設への寄付（会社とのマッ

チングギフト）をはじめ､貧困層の青少年を対象に社

会参加をサポートする運動や親のいない子どもた

ちに対するクリスマスの「仮親」運動を展開してい

ます｡ 

yカナダ「TOP１００雇用者」に３年連続で選出： 

YMCA（カナダ）が、現地の有力ビジネス紙

MCLEEN選定による「ＴＯＰ１００雇用者」に３年連続

で選出されました。「TOP１００雇用者」は、カナダ国

内７,５００社の候補対象企業の中から労働環境、福利

厚生、地域・社会への貢献度などを総合的に考慮し

て選ばれる権威のある賞です。YMCAでは、「従業

員にとって働きやすい環境を整えれば優秀な人材

が集まり、意欲的に働く従業員がお客さま満足と会

社の成長を生む」というポリシーのもと、毎年同賞

の取得をめざしています。 

u知的障害者授産施設の実習生を受入れ：ヤマハ 

発動機では、全寮制の知的障害者授産施設「静岡県

立浜松学園」の園生３０名を、毎年６月に５日間、工場

実習生として受け入れています。８時間の労働に耐え、

仕事に対する自信と自立の意欲を喚起し、社会性を

身につけさせることを目的としたこの実習は、２００５

年度で２８回目を迎えました。 

 

i技能役付会（FC会）の社会福祉活動：ヤマハ 

発動機の技能役付会（FC会）では、地域社会への貢

献活動として、各支部でCCS活動を展開しています。

その活動の一つとして、２０年ほど前から磐田市の養

護施設「緑ヶ丘学園」に毎月訪問し、施設内の大掃

除やペンキの塗り替えなどの奉仕活動を行ってい

ます。また、生徒とともにスポーツや折り紙を楽しむ

など、ふれあい活動を積極的に推進しています。 

 

o広視覚障害水泳補助棒（タッピングスティック）の

普及活動：ヤマハ発動機プール事業部では、パラ

リンピックや障害者水泳世界選手権に出場した河合

純一先生（浜松市立舞阪中学校）に､ターンのタイ

ミングを知らせる水泳補助棒・タッピングスティック

を開発し提供しています。さらに２００５年度には操

作しやすく改良したタッピングスティックを開発。

５月２２日に開催された「第５回全国障害者スポーツ

大会リハーサル大会」では、多くの視覚障害者の選

手に好評を博しました。 

 

qアメリカ合衆国とパキスタンへ災害支援： 

８月末にアメリカ合衆国ルイジアナ州のニューオー

リンズを中心に起こった大型ハリケーン「カトリーナ」

の被害に対し、ヤマハ発動機とYMUS（米国）は、州

政府とアメリカ赤十字社に義援金と四輪バギー車 

２３台、ポンプ／発電機３２台、ウォータービークル 

１９台など総額５,９４０万円相当の義援を行いました。

また、１０月８日にパキスタン北部で発生した地震 

（マグニチュード７.７）に対し、ヤマハ発動機は被災

地域への支援として日本赤十字社に１,０００万円を 

義援しました。 

w「世界ボート選手権大会」でウォータービークル

がレスキュー艇として活躍：８月２８日から８日間、 

岐阜県の長良川国際レガッタコースで開催された 

「２００５年FISA世界ボート選手権大会」に協力し、 

ヤマハ発動機のWave　Runnerをはじめとするウォー

タービークルが、レスキュー艇やパトロール艇とし

て活躍し､大会運営のサポートを行いました。 

※ＹＭＩＴ=Ｙａｍａｈａ Ｍｏｔｏｒ Ｉｔａｌｉａ Ｓ．ｐ．Ａ.  
　ＹＭＤＢ=Ｙａｍａｈａ Ｍｏｔｏｒ ｄｏ Ｂｒａｓｉｌ Ｌｔｄa. 
　ＹＭＣＡ=Ｙａｍａｈａ Ｍｏｔｏｒ Ｃａｎａｄａ Ｌｉｍｉｔｅｄ　 

※ＹＭUS=Ｙａｍａｈａ Ｍｏｔｏｒ Ｃorporation, U.S.A.　 

※ＹＭVN=Ｙａｍａｈａ Ｍｏｔｏｒ Vietnam Co.,Ltd.　 
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２００５年度CSR関連年表　　　 

製

品

＆

技

術

 

活

動

 

1     2 　   3   　 4 　   5  　  6      　 7   　  8 　   9 　   1 0   　 1 1  　  12

■除雪機「ヤマハスノーメイト」２００６モデル新発売 

多彩な機能を搭載し､優れた操作性と粘り強いパワーで定評

の除雪機シリーズ。ジェットシューター機能を搭載し､ヤマハ

独自の静音設計により低騒音化を実現した「YS-８７０J」、静

かさとパワーを両立した「YS-０７０」の２機種は、ガス圧サ

ポート付フリーチルトを標準装備して使い勝手を向上させた。 

■ヤマハゴルフカー「ターフジョイ G３１E」新発売 

大容量バッテリーを搭載したマニュアル５人乗りバッテリー式

ゴルフカー。ゴルフ場のさまざまな運営方法に対応するため、

１回の充電でゆとりの２ラウンド走行を実現した。 

■ヤマハフィッシングボート「F.A.S.T.２６」新発売 

当社独自の新船型を採用し､乗り心地と風流れ抑止性能を実

現。搭載エンジンには信頼性が高く､扱いやすいヤマハの４ス

トローク船外機を採用。静粛性､環境性能、燃料消費性能に優

れた「F１１５A」(１１５ps）および「F１５０A」(１５０ps)の２バリ

エーションを用意した。 

■モトクロッサー「YZ４５０F」/「YZ２５０F」新発売 

水冷４ストロークDOHC単気筒５バルブのコンパクトエン

ジンを搭載し､新設計軽量アルミ製フレーム採用したほか、

市販モーターサイクル初のチタン製リアサスペンションスプ

リングを採用した。 

■ヤマハ･スポーティモペット「T１３５」新発売 

ヤマハ４サイクルモペット初の水冷式エンジン搭載、信頼性の

あるダイアジルシリンダー、振動が少ない軽量アルミ鍛造ピ

ストン、燃費特性に貢献するローラーロッカーアーム式４バル

ブ、４速ロータリー式ミッション、新設計ダイヤモンド型フレー

ムを搭載したスポーティモペット「T１３５」を開発、１０月よりイン

ドネシアを皮切りとして順次アセアン向けに発売を開始した。

■電動ハイブリッド自転車「PASコンパクトリチウム」新発売 

２０型タイヤ採用の「PASコンパクトデラックス」をフルモデ

ルチェンジ、新開発の軽量・低床・コンパクトなアルミフレー

ムを採用､小型軽量ながらも出力特性に優れた３.７Ahのリチ

ウムイオンバッテリーを採用して､さらに乗りやすさ、扱いや

すさを実現した。  

■ヤマハ車イス用電動ユニット「JWX-１」新開発 

１９９５年の発売以来、手動兼用型車イス市場で常にトップシェアを維持している手動車イスを電

動化するユニット「JW-I」をフルモデルチェンジしたものである。「扱いやすさ」「軽さ」「快適

性」といった従来からの特徴はそのままに、新開発のパワーユニットや新設計の自走用操作部

（ジョイスティック）の採用、制御システムの熟成などにより、「扱いやすさ」により一層磨きをか

けるとともに､世界レベルの耐久性・信頼性をも確保した。 

■エレクトリックコミューター「EC-０２」新発売 

１００％電気で走り排出ガスゼロの“EV（Electric Vehicle）”

第２弾として、「EC-０２」（原付１種）を全国発売。独自の

制御技術や動力性能を向上したモーター、エネルギー

密度を高めたバッテリーを投入。さらにアルミダイキャ

ストフレームおよびクリーン＆サイレントという電気動

力の特性を活かし、「滑らかで楽しい走行性」「室内に置

いても絵になるデザインと質感」「折り畳んでの保管・

運搬」などを実現した。 

■二輪車の保証期間を延長 

「顧客の期待を超える質の高い商品とサービスの提供

をめざす」という経営理念にもとづき、さらなるお客さ

ま満足度の向上を図るために、国内における二輪車の

保証期間を現行の１年間から２年間へ延長した。 
■電動ハイブリッド自転車「PAS」２００５年モデル発売 

使いやすさとアシスト感覚向上を追求した電動ハイブ

リッド自転車「PAS」の２００５年モデルは､『PAS』『PAS

リチウム』『PASリチウムL』の３機種で、BAA適合のほか、

新グラフィック採用や新色の追加設定も実施。乗り心地

を向上させる大型サドルを『PASリチウム』に、耐久性

に優れた新タイヤを『PASリチウム』と『PASリチウムL』

に新規採用するなど、利便性、耐久性向上も図った。 

■「ヤマハ発動機共同研究公募」制度創設 

当社が重視する技術分野における研究テーマを広く募集し､

共同研究を通して技術の方向性・可能性を共に探索､検証

することを目的として､日本国内の大学および公的研究機

関に所属する研究者個人またはグループを対象に､「ヤマハ

発動機共同研究公募」制度を創設し､第１回の募集を開始

した｡ 

■静岡県に燃料電池二輪車「FC-me（エフシーミー）」を賃貸借 

「ヤマハダイレクトメタノール燃料電池（DMFC）システム」

を搭載した燃料電池二輪車「FC-me（エフシーミー）」を、

９月から静岡県に１台を賃貸借する契約を締結した。 

■ヤマハエレクトリックコミューター「Passol-L」新発売 

「Passol」の動力性能を向上したモーターや､エネルギー密

度を高めたバッテリーの搭載などで性能向上。発進時/中速

域および登坂時のパワー向上とともに、航続距離を約２５～

３０kmと伸長している。 

■技術思想“ジェニック”（G.E.N.I.C.H.）を発表 

人間性を重視した新しい制御技術における電子工学の創造

をめざして､最先端の電子制御を積極的にモーターサイクル

開発に織り込む技術思想“ジェニック”（G.E.N.I.C.H.）を発表、

２００６年ニューモデルの「FJR１３００AS」や「YZF-R６」から

積極的に反映していくことを発表した。 

■アスタキサンチンを核としたバイオ事業を推進 

１９９７年からバイオテクノロジー関連領域の研究開発を独自

に進めてきたが､その新たな展開として数ある天然由来の物

質の中でも特に強い抗酸化力を有することで注目される「ア

スタキサンチン｣に着目し､これまで難しいとされてきた高品

質で安定供給が可能な世界初の屋内培養による量産体制を

確立した。これにより当社では､バイオ事業の新たな展開とし

てサプリメントメーカーや食品メーカー､化粧品メーカーな

どに､アスタキサンチンの原料を供給するビジネスを２００５年

より限定的に販売､２００６年１０月より本格的に販売を開始する

ことを発表した。 

■携帯インバーター発電機「EF２０００iS」新発売 

携帯発電機として“世界初”となるアルミダイキャストフ

レーム、TCIローターのアルミ化、樹脂製の外装パネル

などの採用により、重量３２kgという「軽量・コンパクト」

を実現。世界で最も厳しい米国の排出ガス規格「EPA 

Phase2」および「CARB Tier2」をはじめ、「２００２／

８８／EC（欧州）」、「LEMA（日本）」の排出ガス規制を

クリア。またリサイクル可能率９７.１%（当社比）を達成し

ている。 

■「グランドマジェスティYP４００G」新発売 

余裕の出力特性をもつ４００ccエンジンとヤマハ独自の

“CFアルミダイキャスト”技術による優れた剛性バラン

スを実現したフレームを搭載した大型スクーター。排出

ガスの未燃焼成分を酸化触媒により再燃焼させ、排ガス

を浄化するエア・インダクション・システムの採用で､優

れた環境性能を実現した。 

 

■「ＣＳＲ監査ユニット」設置 

■中期経営計画説明会開催 

 

■２００４年１２月期本決算発表 ■定時株主総会開催 ■２００５年１２月期第1四半期決算発表 ■第１回ＣＳＲ推進委員会開催（現・統合会議） 

■２００５年１２月期中間決算発表 

■第２回ＣＳＲ統合会議開催 

■２００５年１２月期第３四半期決算発表 

■「MAXAM CP２５０」（マグザム）新発売 

“ロー＆ロング”ボディに２５０cc水冷４サイクルオートマ

チックエンジンを搭載し、快適なタンデム性能と居住性

を実現したスクーター。FI（フューエルインジェクション）

やエア・インダクション・システムの採用で、排ガス中の

有害物質である一酸化炭素、炭化水素、窒素酸化物を削

減。次期国内規制値に相当する環境性能を実現した。 
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会社概要 

　陸､海､空をステージに繰り広げられるヤマハ発動機グ

ループの事業活動。私たちは“世界の人々に新たな感動

と豊かな生活を提供する”ことを目的として､世界各地の

グループ企業とともに「持続可能な発展に向けた企業の

あり方」を実践しています。製品を生み出す段階では､そ

れこそ多くのサプライヤーの力を得ながら､環境に負荷

の少ない高付加価値なモノづくりを追求しています。そ

して､さまざまな製品を通じて生み出されるコミュニケー

ションやサービスは､お客さまへ直接､あるいは私たちの

製品を取扱う販売店さまを介して提供しています。 

＜プロフィール＞ 

ヤマハ発動機は､創業以来､小型エンジン技術やＦＲＰ加

工技術､さらには制御技術などの向上に取組みながら､常

に「高品質･高性能」や「軽量・コンパクト」を追求し､地球

環境に対して負荷の少ない製品を開発･製造･販売してい

ます。 

◆ 創立 ：１９５５年（昭和３０年）７月１日 

◆ 資本金 ： ４７８億７，９００万円（２００５年１２月末現在） 

◆ 代表取締役社長：梶川　隆 

◆ 従業員数 ： ヤマハ発動機株式会社（単独）＝８，１３６人 

　 （２００５年１２月末現在）　　　　　　  

　 ヤマハ発動機グループ合計（連結）＝３９，３８１人 

　 （２００５年１２月末現在） 

◆ 連結対象会社 ： 国内・海外の製造会社､販売会社を 

　 合わせて９８社 

◆ 持分法適用子会社 ： ２２社 

◆ 持分法適用関連会社 ： ２９社 

◆ 事業内容 ： モーターサイクル､スクーター､電動ハイ 

ブリッド自転車､ボート､ヨット､ウォータービークル､

プール､和船､漁船､船外機､ディーゼルエンジン､四輪

バギー車､サイド･バイ･サイド･ビークル､ゴルフカー､

汎用エンジン､発電機､ウォーターポンプ､スノーモビル､

小型除雪機､自動車用エンジン､産業用ロボット､産業

用無人ヘリコプター､車椅子用電動補助ユニット､

乗用ヘルメット等の製造および販売。バイオテクノロ

ジーによる農林水産物・微生物の生産･加工･販売。各

種商品の輸入･販売､観光開発事業およびレジャー､レ

クリエーション施設の経営ならびにこれに付帯する事業。 

◆ 本社所在地 ： 静岡県磐田市新貝２５００番地 

M C 事 業 本 部  

M C 事 業 部  

C V 事 業 部  

企 画 統 括 部  

マーケティング統括部 

技 術 統 括 部  

S y S 統 括 部  

調 達 統 括 部  

中国事業部 

PAS事業部 

国内マリン事業部 

プール事業部 

AM事業部 

海外市場開拓事業部 

部品事業部 

スカイ事業部 

RVカンパニー 

MEカンパニー 

IMカンパニー 

ヤマハ発動機（日本） 

本部・地域本部 

YMC海外駐在員事務所 

関連子会社、他 

YMNZ

Dubai

YMCIS

DYL

YMI

YMAG

Beldeyama

YMH

YMS

Cycle Vision

YMES
YMIT

YMUK
YMENV
YMNL
YMG

YMP

YMF
MBK

Beijing

Shanghai

Shenzhen

Manila

Kuala Lumpur

Banqkok

HLYM

YMAP

TYM

YMAC
YMVN

YMT

YMSM

YMST
YMRS

YMA

YMUS

YMMEX
Mexico City

Incolmotos

YMDA

YMDB

YMDP

YMARG

YMCA

YMC
YMMJ

YIMM
YMMWJ

YMMCCJYM

ZJYM

人々の夢を知恵と情熱で実現し､ 

常に「次の感動」を期待される企業。 

それが“感動創造企業ーヤマハ発動機”です。 

 

株
主
総
会 

取
締
役
会 

代
表
取
締
役
社
長 

役員人事委員会 

監査役会  

監査役室  

米州本部  

欧州本部  

アジア本部  

日本本部  

経営企画ユニット  

社会・総務ユニット 

広報・秘書ユニット 

人間開発ユニット  

財務・業務ユニット 

法務・知財ユニット 

プロセス・ITユニット 

コーポレートR＆D本部 

C S R 総 合 会 議  

危機管理委員会 

コンプライアンス委員会 

製 品保証委員会  

環 境委員会  

情 報開示委員会  

情 報開示委員会  

経営会議  

安全保障貿易管理本部 

ブランドデザイン経営準備室 

C S R監査ユニット  

※上記組織表は２００６年５月１日現在のものです。 
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GRIガイドライン対照表 

　ヤマハ発動機グループは、少しでも地球環境の保全に 

貢献するために、ＣＯ２を吸収する森林の保全とその持続 

可能な利用のための森林認証制度を推進するFSC  

（Forest Stewardship Council=森林管理協議会）に 

賛同し、本リポートに「ＦＳＣ認証紙」を採用しました。 

　「ＦＳＣ認証紙」は、植林から保育・伐採のサイクルを適切

に管理し､周りの生態系などにも十分配慮した森林の木材を

原料とした用紙です。今後も､ヤマハ発動機グループでは 

ＦＳＣ認証紙と再生紙をバランスよく使用することで､ＣＯ２の

削減と資源の有効活用を図っていきます。 

編集後記 

　２００５年度は、ヤマハ発動機として「ＣＳＲ（企業の社会的責

任）」への取組み姿勢を明確にし、グループも含めた全社的

な推進組織としてＣＳＲ統合会議を設置するなど、ＣＳＲの推

進活動もグローバル展開に向けた新たな段階に入りました。

　今回の「ＣＳＲリポート２００６」では、ヤマハ発動機グループ

としてあらためて「ＣＳＲ」を正面から捉え、ステークホル 

ダーの皆さまのご意見に耳を傾け、社会分野に関する誌面を

２００５年度より増やしながら、トリプルボトムラインの要素 

一つひとつに誠実に応対している姿勢を、適切にお伝えする

ことをめざして編集しました。 

　多くのステークホルダーの皆さまからご意見・ご感想をお

寄せいただけましたら幸いです。 

発 行 者：ヤマハ発動機株式会社 広報･秘書ユニット 
　　　　   〒４３８-８５０１　静岡県磐田市新貝２５００ 
編 集 者：ヤマハ発動機株式会社 経営企画ユニット 
　　　　   ＣＳＲ推進チーム 
問合せ先：ヤマハ発動機株式会社 広報･秘書ユニット 
　　　　   広報グループ　　　　 
　　　　   Tel.０５３８-３２-１１４５／Fax.０５３８-３７-４２５０ 
 

Cert no. SGS-COC-2007

FSC認証紙の採用について 

 

 

５．　パフォーマンス指標 

５.１.経済パフォーマンス指標 

　顧客 

　EC１　 　総売上げ 

　EC２　    市場の地域別内訳 

　投資家 

　EC６　 　債務と借入金について利子ごとに分類された投資家への配当、 
　　　　 　また株式のすべてのカテゴリーごとに分類された配当 

　EC７　 　期末時点での内部留保の増減 

　公共部門 

　EC１０　  地域社会、市民団体、その他団体への寄付。金銭と物品別に分けた 
　　　　　 寄付先団体タイプごとの寄付額の内訳 

５.２.環境パフォーマンス指標 

　エネルギー 

　EN３　　 直接的エネルギー使用 

　EN４　　 間接的エネルギー使用 

　EN１７　  再生可能なエネルギー源の使用、およびエネルギー効率の向上に 
　　　　　 関する取組み 

　EN１８　  主要な製品のエネルギー消費量フットプリント 
　　　  　 （製品が耐用年数中に必要とするエネルギーの年率） 

　水 

　EN５　　 水の総使用量 

　放出物、排出物 

　EN８　　 温室効果ガス排出量（CO２、CH４、N２O、HFCs、PFCs、SF６） 

　EN１０　  NOx、SOx、その他の重要な放出物（タイプ別） 

　EN１１　  種類別と処理方法別の廃棄物総量 

　供給業者 

　EN３３　 「統治構造とマネジメントシステム」（３.１６ 項）に対応する 
　　　  　 「プログラムと手続き」の、環境に関係する供給業者のパフォーマンス 

　製品とサービス 

　EN１４　  主要製品およびサービスの主な環境影響 

　輸送 

　EN３４　  物流を目的とした輸送に関する重要な環境影響 

　その他 

　EN３５　  類別の環境に対する総支出 

５.３.社会的パフォーマンス指標 

　【 労働慣行と公正な労働条件 】 

　雇用 

　LA１　　 労働力の内訳（可能であれば）：地域・国別、身分別（従業員・非従業員）、 

　　　　　 勤務形態別（常勤・非常勤）、雇用契約別（期限不特定および終身雇用・ 

　　　　 　固定期間および臨時）。また、他の雇用者に雇われている従業員（派遣 

　　　　　 社員や出向社員）の地域・国別の区分 

　LA１２  　 従業員に対する法定以上の福利厚生（例：医療、身体障害、出産、教育 
　　　　　 および退職に対する手当）  

　労働安全 

　LA７　 　一般的な疾病、病欠、欠勤率、および業務上の死亡者数(下請け従業員を含む) 

　教育研修 

　LA１６   　雇用適性を持ち続けるための従業員支援および職務終了への 
　　　　 　対処プログラムの記述 

　LA１７  　 技能管理または生涯学習のための特別方針とプログラム 

２３-２４ 

２４ 

　 

　 
２４ 

２４ 

　 

　 
６２ 

　  

　 

３２ 
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３２ 

　 

　 

　 

　　 

　 

　 

５６，６７ 

　 
５４ 

　 

５３ 

　 

　 
５５ 

５５ 

項目　　　　　　　　　　　　　  指標　　　　　　　　　　　   掲載ページ 

　多様性と機会均等 

　LA１０　 機会均等に関する方針やプログラムと、その施行状況を保証する 
　　　　　監視システムおよびその結果の記述 

　LA１１　 上級管理職および企業統治機関（取締役会を含む）の構成。男女比率および 
　　　　　その他、多様性を示す文化的に適切な指標を含む 

　【 人権 】 

　差別対策 

　HR４　　業務上のあらゆる差別の撤廃に関するグローバルな方針、手順、プログラム 
　　　　　の記述（監視システムとその結果も含む） 

　【 社会 】 

　地域社会 

　SO１　　組織の活動により影響を受ける地域への影響管理方針、またそれらの 
　　　　　問題に取組むための手順と計画（監視システムとその結果を含む）の記述 

　【 製品責任 】 

　顧客の安全衛生 

　PR１　　製品・サービスの使用における顧客の安全衛生の保護に関する方針、 
　　　　   この方針が明白に述べられ適用されている範囲、またこの問題を扱う 
　　　　   ための手順／プログラム（監視システムとその結果を含む）の記述 

　製品とサービス  

　PR２　  商品情報と品質表示に関する組織の方針、手順／マネジメントシステム、 
　　　　   遵守システムの記述 

　PR８　   顧客満足度に関する組織の方針、手順／マネジメントシステム、 
　　　　   遵守システム（顧客満足度調査の結果を含む）の記述 

　プライバシーの尊重 

　PR３　   消費者のプライバシー保護に関する、方針、手順／マネジメントシステム、 
　　　　   遵守システムの記述 
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１６ 

項目　　　　　　　　　　　　　  指標　　　　　　　　　　　   掲載ページ 項目　　　　　　　　　　　　　  指標　　　　　　　　　　　   掲載ページ 

１．　ビジョンと戦略 

　 １.１　 　持続可能な発展への寄与に関する組織のビジョンと戦略に関する声明 

　 １.２　 　報告書の主要要素を表す最高経営責任者（または同等の上級管理職）の声明 

２．　報告組織の概要 

組織概要 

　 ２.１　 　報告組織の名称 

　 ２.２　 　主要な製品やサービス。それが適切な場合には、ブランド名も含む 

　 ２.３　 　報告組織の事業構造 

　 ２.４　 　主要部門、製造部門子会社、系列企業および合弁企業の記述 

　 ２.５　 　事業所の所在国名 

　 ２.６　 　企業形態 

　 ２.８　 　組織規模 

　 ２.９　 　ステークホルダーのリスト。その特質、および報告組織との関係 

報告書の範囲 

　 ２.１０  　報告書に関する問い合わせ先。電子メールやホームページのアドレスなど 

　 ２.１１  　記載情報の報告期間 

　 ２.１３  　報告組織の範囲と、もしあれば特定の報告内容の範囲 

　 ２.１５  　時系列での、また報告組織間での比較に重大な影響を与えうる報告上の 
　　　　　基礎的事柄 

報告書の概要 

　 ２.１７  　報告書作成に際しGRIの原則または規定を適用しない旨の決定の記述 

　 ２.１８  　経済・環境・社会的コストと効果の算出に使用された規準／定義 

　 ２.２２  　報告書利用者が個別施設の情報も含め組織の活動の経済･環境･社会的 
　　　　　側面に関する追加情報報告書を入手できる方法 

３．　企業構造とマネジメントシステム 

構造と統治 

　 ３.１　 　組織の統治構造。取締役会の下にある、戦略設定と組織の監督に 
　　　　　責任を持つ主要委員会を含む 

　 ３.２　 　取締役会構成員のうち、独立している取締役、執行権を持たない取締役の割合 

　 ３.４　 　組織の経済・環境・社会的なリスクや機会を特定し管理するための、 
　　　　　取締役会レベルにおける監督プロセス 

　 ３.６　 　経済・環境・社会と他の関連事項に関する各方針の、監督、実施、 
　　　　　監査に責任を持つ組織構造と主務者 

　 ３.７　 　組織の使命と価値の声明。組織内で開発された行動規範または原則。経済・環境・ 
　　　　　社会各パフォーマンスに関わる方針とその実行についての方針 

ステークホルダーの参画 

　 ３.９　 　主要ステークホルダーの定義および選出の根拠 

　 ３.１０  　ステークホルダーとの協議の手法。協議の種類別ごとに、またステーク 
　　　　　ホルダーのグループごとに協議頻度に換算して報告 

　 ３.１１  　ステークホルダーとの協議から生じた情報の種類 

　 ３.１２  　ステークホルダーの参画からもたらされる情報の活用状況 

統括的方針およびマネジメントシステム 

　 ３.１５  　産業および業界団体、あるいは国内／国際的な提言団体の会員に 
　　　　　なっているもののうちの主なもの 

　 ３.１６  　上流および下流部門での影響を管理するための方針とシステム 

　 ３.１９  　経済・環境・社会的パフォーマンスに関わるプログラムと手順 

　 ３.２０  　経済・環境・社会的マネジメントシステムに関わる認証状況 

４．　GRIガイドライン対照表 

　 ４.１　 　GRI 報告書内容の各要素の所在をセクションおよび指標ごとに示した表 
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